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令和４年度グリーン購入法、環境配慮契約法及び環境配慮促進法に関する調査結果 

 

１．調査目的 

グリーン購入法及び環境配慮契約法は、国等において環境物品等の調達（グリーン購入）や温室効果

ガス等の排出の削減に配慮した契約（環境配慮契約）を推進することにより、市場のグリーン化を推進

することを目的としている。このような取組が地方公共団体においても実施されることによりその効果

はさらに大きいものになると思料される。 

そこで、施策推進の基礎資料として、地方公共団体を対象としたグリーン購入法、環境配慮契約法及

び環境配慮促進法に関するアンケート調査を実施し、その結果を取りまとめた。 

 

２．調査概要 

２－１．調査対象と調査方法 

調査対象：全国の地方公共団体環境担当部局又は調達担当部局 

（47都道府県、20指定都市（以下「政令市」という）、795区市、926町村 計 1,788団体） 

調査時期：令和４年 10月 21日～令和４年 11月 18日 

調査方法：地方公共団体に対して、Ｅメールによる調査票電子データの送付及び調査票電子ファイルを

ダウンロードできる専用ウェブサイトの設置により、当該調査票への回答を依頼した。Ｅメ

ールの受信に対応できない団体はなく、「拡張子.xlsのエクセルファイルの調査票」をダウ

ンロードに対応できない団体には、「PDF ファイルと拡張子.xlsx のエクセルファイルの調

査票」をＥメールに添付して送信し当該調査票への回答を依頼した。 

 

２－２．調査項目 

調査項目は下記のとおりである。調査票は 278ページを参照のこと。 

＜グリーン購入法関連の調査項目＞ 

 ・調達方針等の策定状況 

 ・グリーン購入の実施状況、実績及び課題 

 ・特徴的な取組事例 

 

＜環境配慮契約法関連の調査項目＞ 

 ・契約方針等の策定状況 

 ・環境配慮契約の実施状況、実績及び課題 

 ・特徴的な取組事例 

 

＜環境配慮促進法関連の調査項目＞ 

 ・環境配慮等の実施状況及び公表状況 

 ・環境に配慮した事業活動の促進施策 
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表１．アンケート調査の設問項目 

問番号 設問 問番号 設問 

問 2-1 グリーン購入の調達方針の策定 問 3-7 紙類の調達に関する特別設問 

問 2-2 環境配慮契約の契約方針の策定 問 4-1 
環境配慮契約の取組状況、今後の予定、契

約実績及び実績公表（7 分野） 

問 2-3 環境基本計画等の策定 問 4-2 
電力の環境配慮契約における裾切り方式の

評価項目 

問 2-4 調達方針、契約方針の策定予定 問 4-3 
高圧電力の電力契約における裾切り方式以

外の環境配慮契約手法 

問 2-5 グリーン購入の調達方針策定時の課題 問 4-4 総合評価落札方式の評価項目 

問 2-6 
グリーン購入の調達方針の策定に必要な

国の支援 
問 4-5 環境配慮契約に際して参考にしているもの 

問 2-7 環境配慮契約の契約方針策定時の課題 問 4-6 
環境配慮契約の 7 分野以外に実施している

契約 

問 2-8 
環境配慮契約の契約方針の策定に必要な

国の支援 
問 4-7 環境配慮契約全般に関する意見や要望等 

問 2-9 
グリーン購入、環境配慮契約の具体的な

取組 
問 4-8 環境配慮契約（電力）に関する特別設問 

問 2-10 
グリーン購入、環境配慮契約の職員への

研修会等（開催時期、参加対象、内容） 
問 5-1 環境配慮等の状況の公表 

問 3-1 
グリーン購入の取組状況、今後の予定、

調達実績及び実績公表（22 分野） 
問 5-2 環境配慮等の状況の公表手段 

問 3-2 
グリーン購入に際して参考にしているも

の 
問 5-3 環境配慮等の状況の公表に当たっての課題 

問 3-3 
製品情報の収集に際して参考にしている

もの 
問 5-4 

物品等調達の際の事業者選定に当たっての

考慮 

問 3-4 
特定調達品目以外の地方公共団体独自の

対象品目及び判断の基準 
問 5-5 

物品等調達の際の事業者選定に当たっての

考慮の対象 

問 3-5 特定調達品目に追加してほしい品目 問 5-6 
物品等調達の際の事業者選定に当たっての

考慮の方法 

問 3-6 グリーン購入全般に関する意見や要望 問 5-7 
物品等調達の際の事業者選定に当たっての

考慮の効果 
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２－３．回答状況 

地方公共団体の分類別回答率を表２に、都道府県別回答状況を表３に示す。 

 

表２．地方公共団体の分類別回答率 

地方公共団体 調査票発送数 回答数 回答率(前年度比) 

都道府県・政令市 67 67 100.0％（0.0ポイント）   

区市 795 780 98.1％（1.1ポイント減） 

町村 926 856 92.4％（0.7ポイント減） 

合計 1,788 1,703 95.2％（0.9ポイント減） 
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表３．都道府県別回答状況 

 

  

都道府県 団体分類
調査票
送付数

回答数 回答率 都道府県 団体分類
調査票
送付数

回答数 回答率 都道府県 団体分類
調査票
送付数

回答数 回答率

北海道 都道府県・政令市 2 2 100% 石川県 都道府県・政令市 1 1 100% 岡山県 都道府県・政令市 2 2 100%

区市 34 33 97% 区市 11 11 100% 区市 14 14 100%

町村 144 143 99% 町村 8 8 100% 町村 12 12 100%

合計 180 178 99% 合計 20 20 100% 合計 28 28 100%

青森県 都道府県・政令市 1 1 100% 福井県 都道府県・政令市 1 1 100% 広島県 都道府県・政令市 2 2 100%

区市 10 10 100% 区市 9 9 100% 区市 13 13 100%

町村 30 30 100% 町村 8 8 100% 町村 9 9 100%

合計 41 41 100% 合計 18 18 100% 合計 24 24 100%

岩手県 都道府県・政令市 1 1 100% 山梨県 都道府県・政令市 1 1 100% 山口県 都道府県・政令市 1 1 100%

区市 14 14 100% 区市 13 13 100% 区市 13 13 100%

町村 19 19 100% 町村 14 12 86% 町村 6 6 100%

合計 34 34 100% 合計 28 26 93% 合計 20 20 100%

宮城県 都道府県・政令市 2 2 100% 長野県 都道府県・政令市 1 1 100% 徳島県 都道府県・政令市 1 1 100%

区市 13 13 100% 区市 19 19 100% 区市 8 8 100%

町村 21 19 90% 町村 58 52 90% 町村 16 14 88%

合計 36 34 94% 合計 78 72 92% 合計 25 23 92%

秋田県 都道府県・政令市 1 1 100% 岐阜県 都道府県・政令市 1 1 100% 香川県 都道府県・政令市 1 1 100%

区市 13 13 100% 区市 21 20 95% 区市 8 8 100%

町村 12 10 83% 町村 21 19 90% 町村 9 9 100%

合計 26 24 92% 合計 43 40 93% 合計 18 18 100%

山形県 都道府県・政令市 1 1 100% 静岡県 都道府県・政令市 3 3 100% 愛媛県 都道府県・政令市 1 1 100%

区市 13 13 100% 区市 21 21 100% 区市 11 11 100%

町村 22 20 91% 町村 12 10 83% 町村 9 9 100%

合計 36 34 94% 合計 36 34 94% 合計 21 21 100%

福島県 都道府県・政令市 1 1 100% 愛知県 都道府県・政令市 2 2 100% 高知県 都道府県・政令市 1 1 100%

区市 13 13 100% 区市 37 35 95% 区市 11 11 100%

町村 46 40 87% 町村 16 15 94% 町村 23 21 91%

合計 60 54 90% 合計 55 52 95% 合計 35 33 94%

茨城県 都道府県・政令市 1 1 100% 三重県 都道府県・政令市 1 1 100% 福岡県 都道府県・政令市 3 3 100%

区市 32 31 97% 区市 14 13 93% 区市 27 27 100%

町村 12 12 100% 町村 15 12 80% 町村 31 31 100%

合計 45 44 98% 合計 30 26 87% 合計 61 61 100%

栃木県 都道府県・政令市 1 1 100% 滋賀県 都道府県・政令市 1 1 100% 佐賀県 都道府県・政令市 1 1 100%

区市 14 14 100% 区市 13 13 100% 区市 10 9 90%

町村 11 11 100% 町村 6 5 83% 町村 10 10 100%

合計 26 26 100% 合計 20 19 95% 合計 21 20 95%

群馬県 都道府県・政令市 1 1 100% 京都府 都道府県・政令市 2 2 100% 長崎県 都道府県・政令市 1 1 100%

区市 12 11 92% 区市 14 14 100% 区市 13 13 100%

町村 23 21 91% 町村 11 10 91% 町村 8 8 100%

合計 36 33 92% 合計 27 26 96% 合計 22 22 100%

埼玉県 都道府県・政令市 2 2 100% 大阪府 都道府県・政令市 3 3 100% 熊本県 都道府県・政令市 2 2 100%

区市 39 39 100% 区市 31 30 97% 区市 13 13 100%

町村 23 21 91% 町村 10 10 100% 町村 31 30 97%

合計 64 62 97% 合計 44 43 98% 合計 46 45 98%

千葉県 都道府県・政令市 2 2 100% 兵庫県 都道府県・政令市 2 2 100% 大分県 都道府県・政令市 1 1 100%

区市 36 35 97% 区市 28 28 100% 区市 14 14 100%

町村 17 15 88% 町村 12 12 100% 町村 4 4 100%

合計 55 52 95% 合計 42 42 100% 合計 19 19 100%

東京都 都道府県・政令市 1 1 100% 奈良県 都道府県・政令市 1 1 100% 宮崎県 都道府県・政令市 1 1 100%

区市 49 47 96% 区市 12 12 100% 区市 9 8 89%

町村 13 12 92% 町村 27 24 89% 町村 17 14 82%

合計 63 60 95% 合計 40 37 93% 合計 27 23 85%

神奈川県 都道府県・政令市 4 4 100% 和歌山県 都道府県・政令市 1 1 100% 鹿児島県 都道府県・政令市 1 1 100%

区市 16 16 100% 区市 9 9 100% 区市 19 18 95%

町村 14 12 86% 町村 21 20 95% 町村 24 21 88%

合計 34 32 94% 合計 31 30 97% 合計 44 40 91%

新潟県 都道府県・政令市 2 2 100% 鳥取県 都道府県・政令市 1 1 100% 沖縄県 都道府県・政令市 1 1 100%

区市 19 19 100% 区市 4 4 100% 区市 11 10 91%

町村 10 10 100% 町村 15 12 80% 町村 30 18 60%

合計 31 31 100% 合計 20 17 85% 合計 42 29 69%

富山県 都道府県・政令市 1 1 100% 島根県 都道府県・政令市 1 1 100% 全体 都道府県・政令市 67 67 100%

区市 10 10 100% 区市 8 8 100% 区市 795 780 98%

町村 5 5 100% 町村 11 11 100% 町村 926 856 92%

合計 16 16 100% 合計 20 20 100% 合計 1788 1703 95%
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３．調査結果 

３－１．グリーン購入の調達方針及び環境配慮契約の契約方針 

３－１－１．グリーン購入の調達方針及び環境配慮契約の契約方針策定状況（問２－１） 

① グリーン購入 

グリーン購入の調達方針の策定は、全体の 29.7％が「調達方針を策定している」と回答した。そのう

ち、24.7％が「単独の調達方針を策定」、5.0％が「他の計画に位置付け」となっており、64.9％が「策

定していない」と回答した。団体分類別では、すべての都道府県・政令市が調達方針を策定していた一

方、区市の 52.4％、町村の 81.3％が「策定していない」と回答した。町村に対するグリーン購入の普及

促進が課題と考えられる。 

 

表４．グリーン購入の調達方針の策定状況 

（上段：回答件数（件）、下段：割合（％）） 

団体分類 
合
計 

  

策
定
し
て
い
な
い 

無
回
答 

調
達
方
針
を
策
定 

単
独
の
調
達
方
針 

を
策
定 

他
の
計
画
を
調
達 

方
針
に
位
置
付
け 

全体 1703 505 420 85 1105 93 

  100.0 29.7 24.7 5.0 64.9 5.5 

都道府県・政令市 67 67 67    

  100.0 100.0 100.0 - - - 

区市 780 331 281 50 409 40 

  100.0 42.4 36.0 6.4 52.4 5.1 

町村 856 107 72 35 696 53 

  100.0 12.5 8.4 4.1 81.3 6.2 

 

 

図１．グリーン購入の調達方針の策定状況 
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② 環境配慮契約 

環境配慮契約の契約方針の策定は、全体の 10.1％が「契約方針を策定している」と回答した。そのう

ち、6.9％が「単独の契約方針を策定」、3.2％が「他の計画に位置付け」、83.4％が「策定していない」

と回答した。団体分類別では、都道府県・政令市の 49.3％、区市の 79.6％、町村の 89.5％が「策定し

ていない」と回答しており、グリーン購入法と比べて全体的に策定率が低いことから、一層の環境配慮

契約の普及促進が必要と考えられる。 

 

表５．環境配慮契約の契約方針の策定状況 

（上段：回答件数（件）、下段：割合（％）） 

団体分類 
合
計 

  

策
定
し
て
い
な
い 

無
回
答 

契
約
方
針
を
策
定 

単
独
の
契
約
方
針 

を
策
定 

他
の
計
画
を
契
約 

方
針
に
位
置
付
け 

全体 1703 171 117 54 1420 112 

  100.0 10.1 6.9 3.2 83.4 6.6 

都道府県・政令市 67 31 28 3 33 3 

  100.0 46.3 41.8 4.5 49.3 4.5 

区市 780 108 78 30 621 51 

  100.0 13.8 10.0 3.8 79.6 6.5 

町村 856 32 11 21 766 58 

  100.0 3.8 1.3 2.5 89.5 6.8 

 

 

図２．環境配慮契約の契約方針の策定状況 
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３－１－２．グリーン購入の調達方針及び環境配慮契約の契約方針を策定していない団体の今後の予

定（問２－４） 

① グリーン購入 

グリーン購入の調達方針を策定していないと回答した 1,105団体（都道府県・政令市は該当なし）の

うち、「策定予定」及び「策定したい」と回答した団体は全体の 23.3％であった。 

一方、今後も調達方針の策定を予定していない団体は、区市の 70.9％、町村の 75.1％であった。グリ

ーン購入の調達方針を定めることは組織的な取組の持続性に資することから、これらに関する啓発が必

要である。 

 

表６．グリーン購入の調達方針の策定予定 

（上段：回答件数（件）、下段：割合（％）） 

団体分類 
合
計 

今
後
、
策
定
予
定 

具
体
的
な
策
定
予
定
は 

な
い
が
今
後
策
定
し
た
い 

策
定
予
定
な
し 

無
回
答 

全体 1105 12 245 813 35 

  100.0 1.1 22.2 73.6 3.2 

都道府県・政令市      

  - - - - - 

区市 409 8 96 290 15 

  100.0 2.0 23.5 70.9 3.7 

町村 696 4 149 523 20 

  100.0 0.6 21.4 75.1 2.9 

 

 

図３．グリーン購入の調達方針の策定予定 
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無回答
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② 環境配慮契約 

契約方針を策定していないと回答した 1,420団体のうち、「策定予定」及び「策定したい」と回答し

た団体は全体の 22.0％であった。 

一方、今後も契約方針の策定を予定していない団体は、区市の 71.8％、町村の 75.2％であった。環境

配慮契約の契約方針を定めることは組織的な取組の持続性に資することから、これらに関する啓発が必

要である。 

 

表７．契約方針未策定団体の策定予定 

（上段：回答件数（件）、下段：割合（％）） 

団体分類 
合
計 

今
後
、
策
定
予
定 

具
体
的
な
策
定
予
定
は 

な
い
が
今
後
策
定
し
た
い 

策
定
予
定
な
し 

無
回
答 

全体 1420 7 306 1043 64 

  100.0 0.5 21.5 73.5 4.5 

都道府県・政令市 33 2 5 21 5 

  100.0 6.1 15.2 63.6 15.2 

区市 621 4 142 446 29 

  100.0 0.6 22.9 71.8 4.7 

町村 766 1 159 576 30 

  100.0 0.1 20.8 75.2 3.9 

 

 
図４．環境配慮契約の契約方針の策定予定 
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無回答
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３－１－３．環境基本計画等の策定（問２－３） 

① 環境基本計画等の策定状況及び方針の位置付け 

グリーン購入の調達方針及び環境配慮契約の契約方針は、単独の策定のほか、環境基本計画や要綱等

の中に必要な内容を盛り込み、方針として位置付けることも可能である。単独の方針以外に方針を位置

付ける受皿となりうる環境基本計画や要綱等のうち、最も策定されているのは「地球温暖化防止に資す

る計画」の 79.3％であり、「環境施策の基本となる計画」の 54.8％が続いた。 

 

表８．環境基本計画等の策定 

（上段：回答件数（件）、下段：割合（％）） 

計画等分類 
合
計 

有 無 

無
回
答 

環境施策の基本となる計画 1703 933 744 26 

  100.0 54.8 43.7 1.5 

環境マネジメントシステム 1703 337 1317 49 

  100.0 19.8 77.3 2.9 

地球温暖化防止に資する計画 1703 1351 330 22 

  100.0 79.3 19.4 1.3 

循環型社会形成に資する計画 1703 526 1121 56 

  100.0 30.9 65.8 3.3 

その他 1703 42 499 1162 

  100.0 2.5 29.3 68.2 

 

 
図５．環境基本計画等の策定 
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有 無 無回答
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表９．環境基本計画等におけるグリーン購入の位置付け 

（上段：回答件数（件）、下段：割合（％）） 

団体分類 
全
体 

環
境
施
策
の
基
本
と
な
る
計
画 

環
境
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
シ
ス
テ
ム 

地
球
温
暖
化
防
止
に
資
す
る
計
画 

循
環
型
社
会
形
成
に
資
す
る
計
画 

そ
の
他 

無
回
答 

環境基本計画等を 1つでも策定していると 1443 381 200 608 82 29 718 

回答した団体数  26.4 13.9 42.1 5.7 2.0 49.8 

都道府県・政令市 67 50 37 51 33 6 8 

   74.6 55.2 76.1 49.3 9.0 11.9 

区市 755 277 150 375 45 19 293 

   36.7 19.9 49.7 6.0 2.5 38.8 

町村 621 54 13 182 4 4 417 

   8.7 2.1 29.3 0.6 0.6 67.1 

※問２－３は複数回答につき、割合は「回答数／調査対象団体数」を算出したものである。 

※調査対象団体数は環境基本計画等を 1つでも策定していると回答した団体の合計である。 

 

表 10．環境基本計画等における環境配慮契約の位置付け 

（上段：回答件数（件）、下段：割合（％）） 

団体分類 
全
体 

環
境
施
策
の
基
本
と
な
る
計
画 

環
境
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
シ
ス
テ
ム 

地
球
温
暖
化
防
止
に
資
す
る
計
画 

循
環
型
社
会
形
成
に
資
す
る
計
画 

グ
リ
ー
ン
購
入
の
調
達
方
針 

そ
の
他 

無
回
答 

環境基本計画等を 1つでも策定して 1451 83 60 194 25 46 13 1187 

いると回答した団体数  5.7 4.1 13.4 1.7 3.2 0.9 81.8 

都道府県・政令市 67 13 9 22 5 18 3 32 

   19.4 13.4 32.8 7.5 26.9 4.5 47.8 

区市 757 57 49 123 14 24 9 592 

   7.5 6.5 16.2 1.8 3.2 1.2 78.2 

町村 627 13 2 49 6 4 1 563 

   2.1 0.3 7.8 1.0 0.6 0.2 89.8 

※問２－３は複数回答につき、割合は「回答数／調査対象団体数」を算出したものである。 

※調査対象団体数は環境基本計画等を 1つでも策定していると回答した団体の合計である。 
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② 環境基本計画等の公表 

環境基本計画や要綱等のうち、公表されているものは「環境施策の基本となる計画」の 93.9％が最も

高く、続いて「地球温暖化防止に資する計画」の 79.9％、「環境マネジメントシステム」の 76.0％であ

った。 

 

表 11．環境基本計画等の公表 

（上段：回答件数（件）、下段：割合（％）） 

計画等分類 
合
計 

有 無 
無
回
答 

環境施策の基本となる計画 933 876 30 27 

  100.0 93.9 3.2 2.9 

環境マネジメントシステム 337 256 71 10 

  100.0 76.0 21.1 3.0 

地球温暖化防止に資する計画 1351 1079 200 72 

  100.0 79.9 14.8 5.3 

循環型社会形成に資する計画 526 340 152 34 

  100.0 64.6 28.9 6.5 

その他 42 30 11 1 

  100.0 71.4 26.2 2.4 

 

 
図６．環境基本計画等の公表 
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有 無 無回答
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３－１－４．グリーン購入の調達方針策定時の課題（問２－５）  

 調達方針を策定していない団体（都道府県・政令市は該当なし）は、調達方針を策定する際の最大の

課題として「策定に対応する人員不足」を挙げた。団体分類別では、町村の半数が「策定における参考

情報の不足」を課題に挙げた。 

 

表 12．グリーン購入の調達方針策定時の課題 

（上段：回答件数（件）、下段：割合（％）） 

団体分類 
全
体 

策
定
に
お
け
る 

参
考
情
報
の
不
足 

策
定
に
対
応
す
る 

人
員
不
足 

調
達
コ
ス
ト
増
加
の
懸
念 

環
境
負
荷
低
減
効
果
が 

不
明 

調
達
担
当
部
局
と
の 

連
携
体
制
の
構
築 

そ
の
他 

無
回
答 

調達方針を策定していないと 1105 512 765 484 168 194 17 16 

回答した団体数  46.3 69.2 43.8 15.2 17.6 1.5 1.4 

都道府県・政令市         

  - - - - - - - - 

区市 409 162 254 201 69 98 6 7 

   39.6 62.1 49.1 16.9 24.0 1.5 1.7 

町村 696 350 511 283 99 96 11 9 

   50.3 73.4 40.7 14.2 13.8 1.6 1.3 

※問２－５は複数回答につき、割合は「回答数／調査対象団体数」を算出したものである。 

※調査対象団体数は「調達方針を策定していない」と回答した団体の合計である。 

 

 

図７．グリーン購入の調達方針策定時の課題 
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無回答

全体 都道府県、政令市 区市 町村
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３－１－５．グリーン購入の調達方針の策定に必要な国の支援（問２－６）  

調達方針を策定していない団体は、調達方針を策定する上で最も必要と思われる国の支援として、「調

達方針策定のための手順書やマニュアルの提供」を挙げた。次に「グリーン購入実施のための仕様書例

や入札書式例の提供」が続いている。「３－１－４．グリーン購入の調達方針策定時の課題」と合わせ

て、これらの課題を解決するには、グリーン購入実施時の作業量の削減に資する適切な参考資料等を提

供していくことが重要と考えられる。 

 

表 13．グリーン購入の調達方針の策定に必要な国の支援 

（上段：回答件数（件）、下段：割合（％）） 

団体分類 
全
体 

調
達
方
針
策
定
の
た
め
の
手
順
書

や
マ
ニ
ュ
ア
ル
の
提
供 

グ
リ
ー
ン
購
入
実
施
の
た
め
の
仕

様
書
例
や
入
札
書
式
例
の
提
供 

他
の
地
方
公
共
団
体
に
お
け
る 

策
定
状
況
の
情
報
提
供 

調
達
方
針
策
定
に
至
る
ま
で
の 

作
業
支
援
及
び
専
門
家
の
派
遣 

調
達
方
針
策
定
に
関
す
る 

相
談
窓
口
の
設
置 

調
達
方
針
策
定
に
関
す
る
地
方
公

共
団
体
担
当
者
説
明
会
の
実
施 

品
目
ご
と
の
グ
リ
ー
ン
購
入
に
よ

る
環
境
負
荷
低
減
効
果
の
提
示 

そ
の
他 

無
回
答 

調達方針を策定していな 1105 826 441 252 150 34 194 229 23 12 
いと回答した団体数  74.8 39.9 22.8 13.6 3.1 17.6 20.7 2.1 1.1 
都道府県・政令市           
  - - - - - - - - - - 
区市 409 306 167 78 48 11 62 106 11 7 
   74.8 40.8 19.1 11.7 2.7 15.2 25.9 2.7 1.7 
町村 696 520 274 174 102 23 132 123 12 5 
   74.7 39.4 25.0 14.7 3.3 19.0 17.7 1.7 0.7 

※問２－６は複数回答につき、割合は「回答数／調査対象団体数」を算出したものである。 

※調査対象団体数は「調達方針を策定していない」と回答した団体の合計である。 

 

図８．グリーン購入の調達方針の策定に必要な国の支援  
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無回答

全体 都道府県、政令市 区市 町村
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３－１－６．環境配慮契約の契約方針策定時の課題（問２－７）  

契約方針を策定していない団体は、契約方針を策定する際の課題として主に「策定に対応する人員不

足」と「策定における参考情報の不足」を挙げた。団体分類別では、都道府県・政令市は「契約コスト

増加の懸念」を課題に挙げる割合が最も高かった。 

 

表 14．環境配慮契約の契約方針策定時の課題 

（上段：回答件数（件）、下段：割合（％）） 

団体分類 
全
体 

策
定
に
お
け
る 

参
考
情
報
の
不
足 

策
定
に
対
応
す
る 

人
員
不
足 

契
約
コ
ス
ト
増
加
の
懸
念 

応
札
者
不
足
の
懸
念 

環
境
負
荷
低
減
効
果
が 

不
明 

契
約
担
当
部
局
と
の 

連
携
体
制
の
構
築 

そ
の
他 

無
回
答 

契約方針を策定していないと 1420 681 926 586 146 195 222 20 13 
回答した団体数  48.0 65.2 41.3 10.3 13.7 15.6 1.4 0.9 

都道府県・政令市 33 7 10 20 8 8 8 2 1 
   21.2 30.3 60.6 24.2 24.2 24.2 6.1 3.0 

区市 621 266 354 291 79 88 126 8 5 
   42.8 57.0 46.9 12.7 14.2 20.3 1.3 0.8 

町村 766 408 562 275 59 99 88 10 7 
   53.3 73.4 35.9 7.7 12.9 11.5 1.3 0.9 

※問２－７は複数回答につき、割合は「回答数／調査対象団体数」を算出したものである。 

※調査対象団体数は「契約方針を策定していない」と回答した団体の合計である。 

 

図９．環境配慮契約の契約方針策定時の課題 
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無回答

全体 都道府県、政令市 区市 町村
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３－１－７．環境配慮契約の契約方針の策定に必要な国の支援（問２－８）  

契約方針を策定していない団体は、契約方針を策定する上で最も必要と思われる国の支援として、「契

約方針策定のための手順書やマニュアルの提供」を挙げた。次に「環境配慮契約実施のための仕様書例

や入札書式例の提供」が続き、団体分類では、都道府県・政令市は「環境配慮契約の取組による環境負

荷低減効果の提示」の割合も高かった。「３－１－６．環境配慮契約の契約方針策定時の課題」と合わ

せて、これらの課題の解決には、環境配慮契約実施時の作業量の削減に資する適切な参考資料等の提供

と、環境配慮契約の取組による環境負荷低減効果の提示が重要と考えられる。 

 

表 15．環境配慮契約の契約方針の策定に必要な国の支援 

（上段：回答件数（件）、下段：割合（％）） 

団体分類 
全
体 

契
約
方
針
策
定
の
た
め

の
手
順
書
や 

マ
ニ
ュ
ア
ル
の
提
供 

環
境
配
慮
契
約
実
施
の 

た
め
の
仕
様
書
例
や 

入
札
書
式
例
の
提
供 

他
の
地
方
公
共
団
体
に 

お
け
る
策
定
状
況
の 

情
報
提
供 

契
約
方
針
策
定
に
至
る 

ま
で
の
作
業
支
援
及
び 

専
門
家
の
派
遣 

契
約
方
針
策
定
に 

関
す
る 

相
談
窓
口
の
設
置 

契
約
方
針
策
定
に 

関
す
る
地
方
公
共
団
体

担
当
者
説
明
会
の
実
施 

環
境
配
慮
契
約
の
取
組

に
よ
る
環
境
負
荷
低
減 

効
果
の
提
示 

そ
の
他 

無
回
答 

契約方針を策定してい 1420 1060 604 290 201 55 243 308 24 11 
ないと回答した団体数  74.6 42.5 20.4 14.2 3.9 17.1 21.7 1.7 0.8 
都道府県・政令市 33 18 14 4 4 2 3 17 1 1 
   54.5 42.4 12.1 12.1 6.1 9.1 51.5 3.0 3.0 
区市 621 461 280 105 90 22 89 159 11 4 
   74.2 45.1 16.9 14.5 3.5 14.3 25.6 1.8 0.6 
町村 766 581 310 181 107 31 151 132 12 6 
   75.8 40.5 23.6 14.0 4.0 19.7 17.2 1.6 0.8 

※問２－８は複数回答につき、割合は「回答数／調査対象団体数」を算出したものである。 

※調査対象団体数は「契約方針を策定していない」と回答した団体の合計である。 

 

図 10．環境配慮契約の契約方針の策定に必要な国の支援  
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23.6

14.0

4.0
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0.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

契約方針策定のための手順書やマニュアルの提供

環境配慮契約実施のための仕様書例や入札書式例の提供

他の地方公共団体における策定状況の情報提供

契約方針策定に至るまでの作業支援及び専門家の派遣

契約方針策定に関する相談窓口の設置

契約方針策定に関する地方公共団体担当者説明会の実施

環境配慮契約の取組による効果の提示

その他

無回答

全体 都道府県、政令市 区市 町村
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３－１－８．グリーン購入、環境配慮契約の具体的な取組（問２－９）  

① グリーン購入 

グリーン購入の具体的な取組として、全体の 23.0％は「各部署へ通知や通達等の送付」、12.3％は「体

制や手順を定めて実施」と回答した。調達方針策定率 100％である都道府県・政令市の 97.0％は「各部

署へ通知や通達等の送付」、38.8％は「体制や手順を定めて実施」と回答した。 

 

表 16．グリーン購入の具体的な取組 

（上段：回答件数（件）、下段：割合（％）） 

団体分類 
全
体 

調
達
・
契
約
に
関
わ
る
文
書
に 

具
体
的
な
取
組
を
定
め
て
い
る 

体
制
や
手
順
を
定
め
て
実
施 

各
部
署
へ
通
知
や
通
達
等
を 

送
付 

担
当
を
各
部
署
に
選
任 

職
員
へ
の
研
修
会
等
を
開
催 

そ
の
他 

特
に
実
施
し
て
い
な
い 

無
回
答 

調査対象団体数 1703 146 209 391 139 104 122 1010 55 
   8.6 12.3 23.0 8.2 6.1 7.2 59.3 3.2 
都道府県・政令市 67 24 26 65 17 19 5   
   35.8 38.8 97.0 25.4 28.4 7.5 - - 
区市 780 102 159 265 101 80 83 319 20 
   13.1 20.4 34.0 12.9 10.3 10.6 40.9 2.6 
町村 856 20 24 61 21 5 34 691 35 
   2.3 2.8 7.1 2.5 0.6 4.0 80.7 4.1 

※問２－９は複数回答につき、割合は「回答数/調査対象団体数」を算出したものである。 

 

図 11．グリーン購入の具体的な取組  
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

調達・契約に関わる文書に具体的な取組を定めている

体制や手順を定めて実施

各部署へ通知や通達等を送付

担当を各部署に選任

職員への研修会等を開催

その他

特に実施していない

無回答

全体 都道府県、政令市 区市 町村
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② 環境配慮契約 

環境配慮契約の具体的な取組は、団体分類に係わらず、割合が高い順に「各部署へ通知や通達等の送

付」、「調達・契約に関わる文書に具体的な取組を定めている」が挙げられた。全体的に環境配慮契約

の実施率が低いことから、職員への負担が大きくなく、区市、町村も着手可能と思えるような取組を示

すことも必要と考えられる。 

 

表 17．環境配慮契約の具体的な取組 

（上段：回答件数（件）、下段：割合（％）） 

団体分類 
全
体 

調
達
・
契
約
に
関
わ
る
文
書
に 

具
体
的
な
取
組
を
定
め
て
い
る 

体
制
や
手
順
を
定
め
て
実
施 

各
部
署
へ
通
知
や
通
達
等
を 

送
付 

担
当
を
各
部
署
に
選
任 

職
員
へ
の
研
修
会
等
を
開
催 

そ
の
他 

特
に
実
施
し
て
い
な
い 

無
回
答 

調査対象団体数 1703 81 44 119 32 28 39 1258 223 
   4.8 2.6 7.0 1.9 1.6 2.3 73.9 13.1 
都道府県・政令市 67 15 5 28 4 4 4 16 17 
   22.4 7.5 41.8 6.0 6.0 6.0 23.9 25.4 
区市 780 61 35 77 23 19 25 501 131 
   7.8 4.5 9.9 2.9 2.4 3.2 64.2 16.8 
町村 856 5 4 14 5 5 10 741 75 
   0.6 0.5 1.6 0.6 0.6 1.2 86.6 8.8 

※問２－９は複数回答につき、割合は「回答数/調査対象団体数」を算出したものである。 

 

図 12．環境配慮契約の具体的な取組 
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

調達・契約に関わる文書に具体的な取組を定めている

体制や手順を定めて実施

各部署へ通知や通達等を送付

担当を各部署に選任

職員への研修会等を開催

その他

特に実施していない

無回答

全体 都道府県、政令市 区市 町村
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３－１－９．グリーン購入、環境配慮契約の職員への研修会（問２－10）  

① グリーン購入 

職員（担当者のみも含む）へのグリーン購入に関する研修会等を開催している団体のうち、全体の

88.5％は庁内職員が講師として対応し、8.7％は外部講師を招聘していた。 

 

表 18．グリーン購入の職員への研修会 

（上段：回答件数（件）、下段：割合（％）） 

団体分類 
合
計 

庁
内
職
員
が
対
応
し
て
い
る 

外
部
講
師
を
招
聘
し
て
い
る 

無
回
答 

全体 104 92 9 3 
  100.0 88.5 8.7 2.9 

都道府県・政令市 19 18 1  
  100.0 94.7 5.3 - 

区市 80 70 8 2 
  100.0 87.5 10.0 2.5 

町村 5 4  1 
  100.0 80.0 - 20.0 

 

 

図 13．グリーン購入の職員への研修会 
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庁内職員が対応している 外部講師を招聘している 無回答
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② 環境配慮契約 

職員（担当者のみも含む）への環境配慮契約に関する研修会等を開催している団体のうち、全体の

78.6％は庁内職員が講師として対応しており、外部講師を招聘しているのは１団体であった。 

 

表 19．環境配慮契約の職員への研修会 

（上段：回答件数（件）、下段：割合（％）） 

団体分類 
合
計 

庁
内
職
員
が
対
応
し
て
い
る 

外
部
講
師
を
招
聘
し
て
い
る 

無
回
答 

全体 28 22 1 5 
  100.0 78.6 3.6 17.9 

都道府県・政令市 4 4   
  100.0 100.0 - - 

区市 19 16  3 
  100.0 84.2 - 15.8 

町村 5 2 1 2 
  100.0 40.0 20.0 40.0 

 

 

図 14．環境配慮契約の職員への研修会 
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庁内職員が対応している 外部講師を招聘している 無回答
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３－４．環境配慮契約法に関するアンケート調査 

３－４－１．環境配慮契約の取組状況、今後の予定、契約実績及び実績公表（問４－１） 

３－４－１－１．環境配慮契約の取組状況（問４－１Ａ、Ｂ） 

環境配慮契約法の契約類型７分野のうち、電気の供給を受ける契約（以下、「電気供給」という。）

は環境配慮契約方針を策定している団体の割合が最も高い類型であり、全体では 8.4％、都道府県・政

令市では 47.8％、区市では 12.3％、町村では 1.8％の団体が契約方針を策定していた。都道府県・政令

市では電気供給に次いで、自動車の購入及び賃貸借に係る契約（以下、「自動車の購入及び賃貸借」と

いう。）、建築物の設計に係る契約（以下、「建築物設計」という。）の契約方針の策定率が高かった。 

 

表 99．環境配慮契約方針を策定している類型 

（上段：回答件数（件）、下段：割合（％）） 

団体分類 
全
体 

電
気
の
供
給
を 

受
け
る
契
約 

自
動
車
の
購
入
及
び 

賃
貸
借
に
係
る
契
約 

船
舶
の
調
達
に 

係
る
契
約 

Ｅ
Ｓ
Ｃ
Ｏ
事
業
に 

係
る
契
約 

建
築
物
の
設
計
に 

係
る
契
約 

建
築
物
の
維
持
管
理

に
係
る
契
約 

産
業
廃
棄
物
処
理
に 

係
る
契
約 

無
回
答 

調査対象団体数 1703 143 54 10 23 34 29 21 1543 

  8.4 3.2 0.6 1.4 2.0 1.7 1.2 90.6 

都道府県・政令市 67 32 10  3 7 3 4 33 

   47.8 14.9 - 4.5 10.4 4.5 6.0 49.3 

区市 780 96 31 2 11 18 16 10 673 

   12.3 4.0 0.3 1.4 2.3 2.1 1.3 86.3 

町村 856 15 13 8 9 9 10 7 837 

   1.8 1.5 0.9 1.1 1.1 1.2 0.8 97.8 

 

図 91．環境配慮契約方針を策定している類型  
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無回答

全体 都道府県・政令市 区市 町村
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環境配慮契約に組織的に取り組んでいる（「契約方針等に基づき組織的に取り組んでいる」又は「契

約方針等に基づくものではないが組織的に取り組んでいる」）と回答した団体の割合は、電気供給では

全体の 15.6％、自動車購入及び賃貸借では 11.3％、建築物設計では 6.9％であった。 

 

表 100．環境配慮契約の組織的取組（全体） 

（上段：回答件数（件）、下段：割合（％）） 

類型 
合
計 

契
約
方
針
等
に 

基
づ
き
組
織
的
に 

取
り
組
ん
で
い
る 

契
約
方
針
等
に 

基
づ
く
も
の
で
は

な
い
が
組
織
的
に 

取
り
組
ん
で
い
る 

担
当
者
の
判
断
で 

取
り
組
ん
で
い
る 

取
り
組
ん
で 

い
な
い 

無
回
答 

電気供給 1703 145 121 131 1229 77 

  100.0 8.5 7.1 7.7 72.2 4.5 

自動車購入及び賃貸借 1703 53 139 257 1166 88 

  100.0 3.1 8.2 15.1 68.5 5.2 

船舶調達 1703  4 58 1506 135 

  100.0 - 0.2 3.4 88.4 7.9 

ＥＳＣＯ 1703 11 48 96 1423 125 

  100.0 0.6 2.8 5.6 83.6 7.3 

建築物設計 1703 24 94 221 1269 95 

  100.0 1.4 5.5 13.0 74.5 5.6 

建築物維持管理 1703 15 66 216 1311 95 

  100.0 0.9 3.9 12.7 77.0 5.6 

産業廃棄物処理 1703 15 68 194 1312 114 

  100.0 0.9 4.0 11.4 77.0 6.7 

 

 

図 92．環境配慮契約の組織的取組（全体） 
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ＥＳＣＯ

建築物設計

建築物維持管理

産業廃棄物処理

契約方針等に基づき組織的に取り組んでいる

契約方針等に基づくものではないが組織的に取り組んでいる

担当者の判断で取り組んでいる

取り組んでいない

無回答
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①電気供給 

表 101．環境配慮契約の組織的取組（電気供給） 

（上段：回答件数（件）、下段：割合（％）） 

団体分類 
合
計 

契
約
方
針
等
に
基
づ
き 

組
織
的
に 

取
り
組
ん
で
い
る 

契
約
方
針
等
に
基
づ
く
も

の
で
は
な
い
が
組
織
的
に

取
り
組
ん
で
い
る 

担
当
者
の
判
断
で 

取
り
組
ん
で
い
る 

取
り
組
ん
で
い
な
い 

無
回
答 

全体 1703 145 121 131 1229 77 

  100.0 8.5 7.1 7.7 72.2 4.5 

都道府県・政令市 67 35 7 2 22 1 

  100.0 52.2 10.4 3.0 32.8 1.5 

区市 780 100 76 65 508 31 

  100.0 12.8 9.7 8.3 65.1 4.0 

町村 856 10 38 64 699 45 

  100.0 1.2 4.4 7.5 81.7 5.3 

 

 

図 93．環境配慮契約の組織的取組（電気供給） 
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②自動車の購入及び賃貸借 

表 102．環境配慮契約の組織的取組（自動車の購入及び賃貸借） 

（上段：回答件数（件）、下段：割合（％）） 

団体分類 
合
計 

契
約
方
針
等
に
基
づ
き 

組
織
的
に 

取
り
組
ん
で
い
る 

契
約
方
針
等
に
基
づ
く
も

の
で
は
な
い
が
組
織
的
に

取
り
組
ん
で
い
る 

担
当
者
の
判
断
で 

取
り
組
ん
で
い
る 

取
り
組
ん
で
い
な
い 

無
回
答 

全体 1703 53 139 257 1166 88 

  100.0 3.1 8.2 15.1 68.5 5.2 

都道府県・政令市 67 13 11 3 38 2 

  100.0 19.4 16.4 4.5 56.7 3.0 

区市 780 33 87 129 493 38 

  100.0 4.2 11.2 16.5 63.2 4.9 

町村 856 7 41 125 635 48 

  100.0 0.8 4.8 14.6 74.2 5.6 

 

 

図 94．環境配慮契約の組織的取組（自動車の購入及び賃貸借） 
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74.2

5.2

3.0

4.9

5.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

都道府県・政令市

区市

町村

契約方針に基づき、組織的に取り組んでいる

契約方針に基づくものではないが、組織的に取り組んでいる

担当者の判断で取り組んでいる

取り組んでいない

無回答
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③船舶調達 

表 103．環境配慮契約の組織的取組（船舶調達） 

（上段：回答件数（件）、下段：割合（％）） 

団体分類 
合
計 

契
約
方
針
等
に
基
づ
き 

組
織
的
に 

取
り
組
ん
で
い
る 

契
約
方
針
等
に
基
づ
く
も

の
で
は
な
い
が
組
織
的
に

取
り
組
ん
で
い
る 

担
当
者
の
判
断
で 

取
り
組
ん
で
い
る 

取
り
組
ん
で
い
な
い 

無
回
答 

全体 1703  4 58 1506 135 

  100.0 - 0.2 3.4 88.4 7.9 

都道府県・政令市 67  1 3 57 6 

  100.0 - 1.5 4.5 85.1 9.0 

区市 780  2 31 674 73 

  100.0 - 0.3 4.0 86.4 9.4 

町村 856  1 24 775 56 

  100.0 - 0.1 2.8 90.5 6.5 

 

 

図 95．環境配慮契約の組織的取組（船舶調達） 
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88.4

85.1

86.4

90.5

7.9

9.0
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6.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

都道府県・政令市

区市

町村

契約方針に基づき、組織的に取り組んでいる

契約方針に基づくものではないが、組織的に取り組んでいる

担当者の判断で取り組んでいる

取り組んでいない

無回答
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④ＥＳＣＯ  

表 104．環境配慮契約の組織的取組（ＥＳＣＯ） 

（上段：回答件数（件）、下段：割合（％）） 

団体分類 
合
計 

契
約
方
針
等
に
基
づ
き 

組
織
的
に 

取
り
組
ん
で
い
る 

契
約
方
針
等
に
基
づ
く
も

の
で
は
な
い
が
組
織
的
に

取
り
組
ん
で
い
る 

担
当
者
の
判
断
で 

取
り
組
ん
で
い
る 

取
り
組
ん
で
い
な
い 

無
回
答 

全体 1703 11 48 96 1423 125 

  100.0 0.6 2.8 5.6 83.6 7.3 

都道府県・政令市 67 4 13 4 42 4 

  100.0 6.0 19.4 6.0 62.7 6.0 

区市 780 6 23 57 628 66 

  100.0 0.8 2.9 7.3 80.5 8.5 

町村 856 1 12 35 753 55 

  100.0 0.1 1.4 4.1 88.0 6.4 

 

 

図 96．環境配慮契約の組織的取組（ＥＳＣＯ） 
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契約方針に基づき、組織的に取り組んでいる

契約方針に基づくものではないが、組織的に取り組んでいる

担当者の判断で取り組んでいる

取り組んでいない

無回答
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⑤建築物設計 

表 105．環境配慮契約の組織的取組（建築物設計） 

（上段：回答件数（件）、下段：割合（％）） 

団体分類 
合
計 

契
約
方
針
等
に
基
づ
き 

組
織
的
に 

取
り
組
ん
で
い
る 

契
約
方
針
等
に
基
づ
く
も

の
で
は
な
い
が
組
織
的
に

取
り
組
ん
で
い
る 

担
当
者
の
判
断
で 

取
り
組
ん
で
い
る 

取
り
組
ん
で
い
な
い 

無
回
答 

全体 1703 24 94 221 1269 95 

  100.0 1.4 5.5 13.0 74.5 5.6 

都道府県・政令市 67 4 14 7 40 2 

  100.0 6.0 20.9 10.4 59.7 3.0 

区市 780 12 59 119 546 44 

  100.0 1.5 7.6 15.3 70.0 5.6 

町村 856 8 21 95 683 49 

  100.0 0.9 2.5 11.1 79.8 5.7 

 

 

図 97．環境配慮契約の組織的取組（建築物設計） 
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契約方針に基づくものではないが、組織的に取り組んでいる

担当者の判断で取り組んでいる

取り組んでいない

無回答
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⑥建築物維持管理 

表 106．環境配慮契約の組織的取組（建築物維持管理） 

（上段：回答件数（件）、下段：割合（％）） 

団体分類 
合
計 

契
約
方
針
等
に
基
づ
き 

組
織
的
に 

取
り
組
ん
で
い
る 

契
約
方
針
等
に
基
づ
く
も

の
で
は
な
い
が
組
織
的
に

取
り
組
ん
で
い
る 

担
当
者
の
判
断
で 

取
り
組
ん
で
い
る 

取
り
組
ん
で
い
な
い 

無
回
答 

全体 1703 15 66 216 1311 95 

  100.0 0.9 3.9 12.7 77.0 5.6 

都道府県・政令市 67 2 6 6 51 2 

  100.0 3.0 9.0 9.0 76.1 3.0 

区市 780 8 44 114 568 46 

  100.0 1.0 5.6 14.6 72.8 5.9 

町村 856 5 16 96 692 47 

  100.0 0.6 1.9 11.2 80.8 5.5 

 

 

図 98．環境配慮契約の組織的取組（建築物維持管理） 
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契約方針に基づくものではないが、組織的に取り組んでいる

担当者の判断で取り組んでいる

取り組んでいない

無回答
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⑦産業廃棄物処理 

表 107．環境配慮契約の組織的取組（産業廃棄物処理） 

（上段：回答件数（件）、下段：割合（％）） 

団体分類 
合
計 

契
約
方
針
等
に
基
づ
き 

組
織
的
に 

取
り
組
ん
で
い
る 

契
約
方
針
等
に
基
づ
く
も

の
で
は
な
い
が
組
織
的
に

取
り
組
ん
で
い
る 

担
当
者
の
判
断
で 

取
り
組
ん
で
い
る 

取
り
組
ん
で
い
な
い 

無
回
答 

全体 1703 15 68 194 1312 114 

  100.0 0.9 4.0 11.4 77.0 6.7 

都道府県・政令市 67 3 7 4 48 5 

  100.0 4.5 10.4 6.0 71.6 7.5 

区市 780 8 44 104 570 54 

  100.0 1.0 5.6 13.3 73.1 6.9 

町村 856 4 17 86 694 55 

  100.0 0.5 2.0 10.0 81.1 6.4 

 

 

図 99．環境配慮契約の組織的取組（産業廃棄物処理） 
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契約方針に基づくものではないが、組織的に取り組んでいる

担当者の判断で取り組んでいる

取り組んでいない

無回答
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３－４－１－２．組織的に取り組む予定がある分野（問４－１Ｃ） 

「３－４－１－１．環境配慮契約の取組状況（問４－１Ｂ）」において環境配慮契約に組織的に取り

組んでいない（「担当者の判断で取り組んでいる」又は「取り組んでいない」）と回答した団体を対象

に、組織的に取り組む予定を質問したところ、全体の 3.7％は電気供給、3.0％は自動車購入及び賃貸借

に組織的に取り組む予定があると回答した。その他の類型では全体の 1～2％程度が組織的に取り組む予

定があると回答した。 

 

表 108．組織的に取り組む予定がある分野（都道府県・政令市、区市、町村 分野別） 

（上段：回答件数（件）、下段：割合（％）） 

団体分類 
全
体 

電
気
の
供
給
を 

受
け
る
契
約 

自
動
車
の
購
入
及
び 

賃
貸
借
に
係
る
契
約 

船
舶
の
調
達
に 

係
る
契
約 

Ｅ
Ｓ
Ｃ
Ｏ
事
業
に 

係
る
契
約 

建
築
物
の
設
計
に 

係
る
契
約 

建
築
物
の
維
持
管
理

に
係
る
契
約 

産
業
廃
棄
物
処
理
に 

係
る
契
約 

予
定
な
し 

環境配慮契約に組織的に取り組 1605 60 48 16 20 28 31 30 1522 

んでいないと回答した団体数  3.7 3.0 1.0 1.2 1.7 1.9 1.9 94.8 

都道府県・政令市 62 5 1 1  1 1 1 52 

   8.1 1.6 1.6 - 1.6 1.6 1.6 83.9 

区市 735 30 28 5 9 13 15 12 692 

   4.1 3.8 0.7 1.2 1.8 2.0 1.6 94.1 

町村 808 25 19 10 11 14 15 17 778 

   3.1 2.4 1.2 1.4 1.7 1.9 2.1 96.3 

 

  



 

32 

３－４－１－３．環境配慮契約の契約実績（問４－１Ｄ） 

「３－４－１－１．環境配慮契約の取組状況（問４－１Ｂ）」において環境配慮契約に取り組んでい

る（「契約方針等に基づき組織的に取り組んでいる」、「契約方針等に基づくものではないが組織的に

取り組んでいる」又は「担当者の判断で取り組んでいる」）と回答した団体を対象に、環境配慮契約の

実績を質問したところ、電気供給では全体の 17.4％、自動車の購入及び賃貸借では 8.5％、ＥＳＣＯ事

業に係る契約（以下、「ＥＳＣＯ」という。）では 6.5％、建築物設計では 3.8％、建築物維持管理に係

る契約（以下、「建築物維持管理」という。）では 2.4％、産業廃棄物処理に係る契約（以下、「産業

廃棄物処理」という。）では 5.1％の団体が「100％環境配慮契約を実施している」と回答した。 

 

①電気供給 

表 109．環境配慮契約の契約実績（電気供給） 

（上段：回答件数（件）、下段：割合（％）） 

団体分類 
合
計 

１
０
０
％ 

環
境
配
慮
契
約
を 

実
施
し
て
い
る 

５
０
～
１
０
０
％ 

未
満
で
環
境
配
慮
契
約

を
実
施
し
て
い
る 

５
０
％
未
満
で 

環
境
配
慮
契
約
を 

実
施
し
て
い
る 

環
境
配
慮
契
約
の
実
績

を
把
握
し
て
い
な
い 

無
回
答 

全体 397 69 54 46 179 49 

  100.0 17.4 13.6 11.6 45.1 12.3 

都道府県・政令市 44 18 5 3 16 2 

  100.0 40.9 11.4 6.8 36.4 4.5 

区市 241 45 35 34 103 24 

  100.0 18.7 14.5 14.1 42.7 10.0 

町村 112 6 14 9 60 23 

  100.0 5.4 12.5 8.0 53.6 20.5 

 

 

図 100．環境配慮契約の契約実績（電気供給） 
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100％環境配慮契約を実施している 50～100％未満で環境配慮契約を実施している

50％未満で環境配慮契約を実施している 環境配慮契約について実績を把握していない

無回答
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②自動車の購入及び賃貸借 

表 110．環境配慮契約の契約実績（自動車の購入及び賃貸借） 

（上段：回答件数（件）、下段：割合（％）） 

団体分類 
合
計 

１
０
０
％ 

環
境
配
慮
契
約
を 

実
施
し
て
い
る 

５
０
～
１
０
０
％ 

未
満
で
環
境
配
慮
契
約

を
実
施
し
て
い
る 

５
０
％
未
満
で 

環
境
配
慮
契
約
を 

実
施
し
て
い
る 

環
境
配
慮
契
約
の
実
績

を
把
握
し
て
い
な
い 

無
回
答 

全体 449 38 45 36 266 64 

  100.0 8.5 10.0 8.0 59.2 14.3 

都道府県・政令市 27 4 6 1 12 4 

  100.0 14.8 22.2 3.7 44.4 14.8 

区市 249 25 25 20 147 32 

  100.0 10.0 10.0 8.0 59.0 12.9 

町村 173 9 14 15 107 28 

  100.0 5.2 8.1 8.7 61.8 16.2 

 

 

図 101．環境配慮契約の契約実績（自動車の購入及び賃貸借） 
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無回答
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③船舶調達 

表 111．環境配慮契約の契約実績（船舶調達） 

（上段：回答件数（件）、下段：割合（％）） 

団体分類 
合
計 

１
０
０
％ 

環
境
配
慮
契
約
を 

実
施
し
て
い
る 

５
０
～
１
０
０
％ 

未
満
で
環
境
配
慮
契
約

を
実
施
し
て
い
る 

５
０
％
未
満
で 

環
境
配
慮
契
約
を 

実
施
し
て
い
る 

環
境
配
慮
契
約
の
実
績

を
把
握
し
て
い
な
い 

無
回
答 

全体 62 1 2  45 14 

  100.0 1.6 3.2 - 72.6 22.6 

都道府県・政令市 4 1   1 2 

  100.0 25.0 - - 25.0 50.0 

区市 33  1  26 6 

  100.0 - 3.0 - 78.8 18.2 

町村 25  1  18 6 

  100.0 - 4.0 - 72.0 24.0 

 

 

図 102．環境配慮契約の契約実績（船舶調達） 
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④ＥＳＣＯ 

表 112．環境配慮契約の契約実績（ＥＳＣＯ） 

（上段：回答件数（件）、下段：割合（％）） 

団体分類 
合
計 

１
０
０
％ 

環
境
配
慮
契
約
を 

実
施
し
て
い
る 

５
０
～
１
０
０
％ 

未
満
で
環
境
配
慮
契
約

を
実
施
し
て
い
る 

５
０
％
未
満
で 

環
境
配
慮
契
約
を 

実
施
し
て
い
る 

環
境
配
慮
契
約
の
実
績

を
把
握
し
て
い
な
い 

無
回
答 

全体 155 10 6 3 92 44 

  100.0 6.5 3.9 1.9 59.4 28.4 

都道府県・政令市 21 4   4 13 

  100.0 19.0 - - 19.0 61.9 

区市 86 6 1 3 56 20 

  100.0 7.0 1.2 3.5 65.1 23.3 

町村 48  5  32 11 

  100.0 - 10.4 - 66.7 22.9 

 

 

図 103．環境配慮契約の契約実績（ＥＳＣＯ） 

  

6.5 

19.0 

7.0 

3.9 

1.2 

10.4 

1.9 

3.5 

59.4

19.0

65.1

66.7

28.4

61.9

23.3

22.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

都道府県・政令市

区市

町村

100％環境配慮契約を実施している 50～100％未満で環境配慮契約を実施している

50％未満で環境配慮契約を実施している 環境配慮契約について実績を把握していない

無回答



 

36 

⑤建築物設計 

表 113．環境配慮契約の契約実績（建築物設計） 

（上段：回答件数（件）、下段：割合（％）） 

団体分類 
合
計 

１
０
０
％ 

環
境
配
慮
契
約
を 

実
施
し
て
い
る 

５
０
～
１
０
０
％ 

未
満
で
環
境
配
慮
契
約

を
実
施
し
て
い
る 

５
０
％
未
満
で 

環
境
配
慮
契
約
を 

実
施
し
て
い
る 

環
境
配
慮
契
約
の
実
績

を
把
握
し
て
い
な
い 

無
回
答 

全体 339 13 23 24 232 47 

  100.0 3.8 6.8 7.1 68.4 13.9 

都道府県・政令市 25 3 2 2 12 6 

  100.0 12.0 8.0 8.0 48.0 24.0 

区市 190 8 16 15 131 20 

  100.0 4.2 8.4 7.9 68.9 10.5 

町村 124 2 5 7 89 21 

  100.0 1.6 4.0 5.6 71.8 16.9 

 

 

図 104．環境配慮契約の契約実績（建築物設計） 

  

3.8 

12.0 

4.2 

1.6 

6.8 

8.0 

8.4 

4.0 

7.1 

8.0 

7.9 

5.6 

68.4

48.0

68.9

71.8

13.9

24.0

10.5

16.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

都道府県・政令市

区市

町村

100％環境配慮契約を実施している 50～100％未満で環境配慮契約を実施している
50％未満で環境配慮契約を実施している 環境配慮契約について実績を把握していない
無回答
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⑥建築物維持管理 

表 114．環境配慮契約の契約実績（建築物維持管理） 

（上段：回答件数（件）、下段：割合（％）） 

団体分類 
合
計 

１
０
０
％ 

環
境
配
慮
契
約
を 

実
施
し
て
い
る 

５
０
～
１
０
０
％ 

未
満
で
環
境
配
慮
契
約

を
実
施
し
て
い
る 

５
０
％
未
満
で 

環
境
配
慮
契
約
を 

実
施
し
て
い
る 

環
境
配
慮
契
約
の
実
績

を
把
握
し
て
い
な
い 

無
回
答 

全体 297 7 21 20 208 41 

  100.0 2.4 7.1 6.7 70.0 13.8 

都道府県・政令市 14 1  1 8 4 

  100.0 7.1 - 7.1 57.1 28.6 

区市 166 6 14 11 117 18 

  100.0 3.6 8.4 6.6 70.5 10.8 

町村 117  7 8 83 19 

  100.0 - 6.0 6.8 70.9 16.2 

 

 

図 105．環境配慮契約の契約実績（建築物維持管理） 

  

2.4 

7.1 

3.6 

7.1 

8.4 

6.0 

6.7 

7.1 

6.6 

6.8 

70.0

57.1

70.5

70.9

13.8

28.6

10.8

16.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

都道府県・政令市

区市

町村

100％環境配慮契約を実施している 50～100％未満で環境配慮契約を実施している

50％未満で環境配慮契約を実施している 環境配慮契約について実績を把握していない

無回答
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⑦産業廃棄物処理 

表 115．環境配慮契約の契約実績（産業廃棄物処理） 

（上段：回答件数（件）、下段：割合（％）） 

団体分類 
合
計 

１
０
０
％ 

環
境
配
慮
契
約
を 

実
施
し
て
い
る 

５
０
～
１
０
０
％ 

未
満
で
環
境
配
慮
契
約

を
実
施
し
て
い
る 

５
０
％
未
満
で 

環
境
配
慮
契
約
を 

実
施
し
て
い
る 

環
境
配
慮
契
約
の
実
績

を
把
握
し
て
い
な
い 

無
回
答 

全体 277 14 24 14 193 32 

  100.0 5.1 8.7 5.1 69.7 11.6 

都道府県・政令市 14 3 1 1 8 1 

  100.0 21.4 7.1 7.1 57.1 7.1 

区市 156 8 16 9 108 15 

  100.0 5.1 10.3 5.8 69.2 9.6 

町村 107 3 7 4 77 16 

  100.0 2.8 6.5 3.7 72.0 15.0 

 

 

図 106．環境配慮契約の契約実績（産業廃棄物処理） 

  

5.1 

21.4 

5.1 

2.8 

8.7 

7.1 

10.3 

6.5 

5.1 

7.1 

5.8 

3.7 

69.7

57.1

69.2

72.0

11.6

7.1

9.6

15.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

都道府県・政令市

区市

町村

100％環境配慮契約を実施している 50～100％未満で環境配慮契約を実施している

50％未満で環境配慮契約を実施している 環境配慮契約について実績を把握していない

無回答
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３－４－１－４．契約機会がなかった分野（問４－１Ｅ） 

 「３－４－１－１．環境配慮契約の取組状況（問４－１Ｂ）」において環境配慮契約に取り組んで

いる（「契約方針等に基づき組織的に取り組んでいる」、「契約方針等に基づくものではないが組織的

に取り組んでいる」又は「担当者の判断で取り組んでいる」）と回答した団体を対象に、契約機会がな

かった分野を質問したところ、全体で割合が高い順にＥＳＣＯ5.5％、自動車購入及び賃貸借 4.2％、建

築物設計 3.0％であった。 

 

表 116．契約機会がなかった分野（都道府県・政令市、区市、町村 分野別） 

（上段：回答件数（件）、下段：割合（％）） 

団体分類 
全
体 

電
気
の
供
給
を 

受
け
る
契
約 

自
動
車
の
購
入
及
び 

賃
貸
借
に
係
る
契
約 

船
舶
の
調
達
に 

係
る
契
約 

Ｅ
Ｓ
Ｃ
Ｏ
事
業
に 

係
る
契
約 

建
築
物
の
設
計
に 

係
る
契
約 

建
築
物
の
維
持
管
理

に
係
る
契
約 

産
業
廃
棄
物
処
理
に 

係
る
契
約 

契
約
機
会
あ
り 

環境配慮契約に取り組んでいる 623 17 26 9 34 19 10 14 542 

と回答した団体数  2.7 4.2 1.4 5.5 3.0 1.6 2.2 87.0 

都道府県・政令市 51 1 2 1 11 3 1 1 35 

   2.0 3.9 2.0 21.6 5.9 2.0 2.0 68.6 

区市 362 9 14 6 18 6 3 4 324 

   2.5 3.9 1.7 5.0 1.7 0.8 1.1 89.5 

町村 210 7 10 2 5 10 6 9 183 

   3.3 4.8 1.0 2.4 4.8 2.9 4.3 87.1 
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３－４－１－５．環境配慮契約の契約実績の公表（問４－１Ｆ） 

 「３－４－１－１．環境配慮契約の取組状況（問４－１Ｂ）」において環境配慮契約に取り組んでい

る（「契約方針等に基づき組織的に取り組んでいる」、「契約方針等に基づくものではないが組織的に

取り組んでいる」又は「担当者の判断で取り組んでいる」）と回答した団体のうち、電気供給の環境配

慮契約の契約実績を公表しているのは全体の 13.6％、都道府県・政令市の 31.8％、区市の 15.4％、町

村の 2.7％であった。自動車の購入及び賃貸借、ＥＳＣＯ、建築物設計、産業廃棄物処理においても、

団体の規模により契約実績の公表状況に差があった。 

 

表 117．契約実績の公表（電気供給） 

（上段：回答件数（件）、下段：割合（％）） 

 

 

図 107．契約実績の公表（電気供給） 

  

表 118．契約実績の公表（自動車） 

（上段：回答件数（件）、下段：割合（％）） 

 

 

図 108．契約実績の公表（自動車） 

  

表 119．契約実績の公表（船舶） 

（上段：回答件数（件）、下段：割合（％）） 

 

 

図 109．契約実績の公表（船舶） 

  

団体分類

合
計

し
て
い
る

し
て
い
な
い

無
回
答

全体 397 54 299 44
100.0 13.6 75.3 11.1

都道府県・政令市 44 14 27 3
100.0 31.8 61.4 6.8

区市 241 37 182 22
100.0 15.4 75.5 9.1

町村 112 3 90 19
100.0 2.7 80.4 17.0

13.6 

31.8 

15.4 

2.7 

75.3 

61.4 

75.5 

80.4 

11.1 

6.8 

9.1 

17.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

都道府県・政令市

区市

町村

している していない 無回答

団体分類

合
計

し
て
い
る

し
て
い
な
い

無
回
答

全体 449 19 373 57
100.0 4.2 83.1 12.7

都道府県・政令市 27 5 20 2
100.0 18.5 74.1 7.4

区市 249 12 201 36
100.0 4.8 80.7 14.5

町村 173 2 152 19
100.0 1.2 87.9 11.0

4.2 

18.5 

4.8 

1.2 

83.1 

74.1 

80.7 

87.9 

12.7 

7.4 

14.5 

11.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

都道府県・政令市

区市

町村

している していない 無回答

団体分類

合
計

し
て
い
る

し
て
い
な
い

無
回
答

全体 62 1 50 11
100.0 1.6 80.6 17.7

都道府県・政令市 4 1 2 1
100.0 25.0 50.0 25.0

区市 33 28 5
100.0 - 84.8 15.2

町村 25 20 5
100.0 - 80.0 20.0

1.6 

25.0 

80.6 

50.0 

84.8 

80.0 

17.7 

25.0 

15.2 

20.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

都道府県・政令市

区市

町村

している していない 無回答
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表 120．契約実績の公表（ＥＳＣＯ） 

（上段：回答件数（件）、下段：割合（％）） 

 

 

図 110．契約実績の公表（ＥＳＣＯ） 

表 121．契約実績の公表（建築物設計） 

（上段：回答件数（件）、下段：割合（％）） 

 

 

図 111．契約実績の公表（建築物設計） 

表 122．契約実績の公表（建築物維持管理） 

（上段：回答件数（件）、下段：割合（％）） 

 

 

図 112．契約実績の公表（建築物維持管理） 

表 123．契約実績の公表（産業廃棄物処理） 

（上段：回答件数（件）、下段：割合（％）） 

 

 

図 113．契約実績の公表（産業廃棄物処理） 

団体分類

合
計

し
て
い
る

し
て
い
な
い

無
回
答

全体 155 9 106 40
100.0 5.8 68.4 25.8

都道府県・政令市 21 4 9 8
100.0 19.0 42.9 38.1

区市 86 4 62 20
100.0 4.7 72.1 23.3

町村 48 1 35 12
100.0 2.1 72.9 25.0

5.8 

19.0 

4.7 

2.1 

68.4 

42.9 

72.1 

72.9 

25.8 

38.1 

23.3 

25.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

都道府県・政令市

区市

町村

している していない 無回答

団体分類

合
計

し
て
い
る

し
て
い
な
い

無
回
答

全体 339 8 288 43
100.0 2.4 85.0 12.7

都道府県・政令市 25 2 16 7
100.0 8.0 64.0 28.0

区市 190 5 164 21
100.0 2.6 86.3 11.1

町村 124 1 108 15
100.0 0.8 87.1 12.1

2.4 

8.0 

2.6 

0.8 

85.0 

64.0 

86.3 

87.1 

12.7 

28.0 

11.1 

12.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

都道府県・政令市

区市

町村

している していない 無回答

団体分類

合
計

し
て
い
る

し
て
い
な
い

無
回
答

全体 297 8 254 35
100.0 2.7 85.5 11.8

都道府県・政令市 14 12 2
100.0 - 85.7 14.3

区市 166 7 139 20
100.0 4.2 83.7 12.0

町村 117 1 103 13
100.0 0.9 88.0 11.1

2.7 

4.2 

0.9 

85.5 

85.7 

83.7 

88.0 

11.8 

14.3 

12.0 

11.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

都道府県・政令市

区市

町村

している していない 無回答

団体分類

合
計

し
て
い
る

し
て
い
な
い

無
回
答

全体 277 7 240 30
100.0 2.5 86.6 10.8

都道府県・政令市 14 2 12
100.0 14.3 85.7 -

区市 156 5 133 18
100.0 3.2 85.3 11.5

町村 107 95 12
100.0 - 88.8 11.2

2.5 

14.3 

3.2 

86.6 

85.7 

85.3 

88.8 

10.8 

11.5 

11.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

都道府県・政令市

区市

町村

している していない 無回答
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３－４－２．電力の環境配慮契約における裾切り方式の評価項目（問４－２） 

「３－４－１－１．環境配慮契約の取組状況（問４－１Ｂ）」において環境配慮契約に取り組んでい

る（「契約方針等に基づき組織的に取り組んでいる」、「契約方針等に基づくものではないが組織的に

取り組んでいる」又は「担当者の判断で取り組んでいる」）と回答した団体が電力の環境配慮契約にお

ける裾切り方式の評価項目に設定しているのは、主に「再生可能エネルギー導入状況」と「二酸化炭素

排出係数（調整後排出係数）」、「未利用エネルギー活用状況」であった。都道府県・政令市の 61.4％

は「再生可能エネルギー導入状況」を、59.1％は「二酸化炭素排出係数（調整後排出係数）」と「未利

用エネルギー活用状況」を裾切り方式の必須項目に設定していた。 

 

①二酸化炭素排出係数（調整後排出係数） 

環境配慮契約に取り組んでいると回答した団体のうち、電力の環境配慮契約における裾切り方式の評

価項目（必須項目及び加点項目）に「二酸化炭素排出係数（調整後排出係数）」を設定していると回答

した団体は、全体の 49.2％であった。都道府県・政令市では 84.1％、区市では 56.9％、町村では 18.8％

が二酸化炭素排出係数（調整後排出係数）を評価項目に設定していると回答した。 

 

表 124．電力の環境配慮契約 裾切り方式評価項目（二酸化炭素排出係数（調整後排出係数）） 

（上段：回答件数（件）、下段：割合（％）） 

団体分類 
合
計 

必
須
項
目
に 

設
定
し
て
い
る 

加
点
項
目
に 

設
定
し
て
い
る 

無
回
答 

（
設
定
な
し
） 

全体 397 142 53 202 

  100.0 35.8 13.4 50.9 

都道府県・政令市 44 26 11 7 

  100.0 59.1 25.0 15.9 

区市 241 100 37 104 

  100.0 41.5 15.4 43.2 

町村 112 16 5 91 

  100.0 14.3 4.5 81.3 

 

 
図 114．電力の環境配慮契約 裾切り方式評価項目（二酸化炭素排出係数（調整後排出係数）） 

  

35.8 

59.1 

41.5 

14.3 

13.4 

25.0 

15.4 

4.5 

50.9 

15.9 

43.2 

81.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

都道府県・政令市

区市

町村

必須項目に設定している 加点項目に設定している 無回答
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②二酸化炭素排出係数（基礎排出係数） 

環境配慮契約に取り組んでいると回答した団体のうち、電力の環境配慮契約における裾切り方式の評

価項目（必須項目及び加点項目）に「二酸化炭素排出係数（基礎排出係数）」を設定していると回答し

た団体は、全体の 10.5％であった。都道府県・政令市では 13.6％、区市では 8.7％、町村では 13.4％が

二酸化炭素排出係数（基礎排出係数）を評価項目に設定していると回答した。 

 

表 125．電力の環境配慮契約 裾切り方式評価項目（二酸化炭素排出係数（基礎排出係数）） 

（上段：回答件数（件）、下段：割合（％）） 

団体分類 
合
計 

必
須
項
目
に 

設
定
し
て
い
る 

加
点
項
目
に 

設
定
し
て
い
る 

無
回
答 

（
設
定
な
し
） 

全体 397 26 16 355 

  100.0 6.5 4.0 89.4 

都道府県・政令市 44 4 2 38 

  100.0 9.1 4.5 86.4 

区市 241 12 9 220 

  100.0 5.0 3.7 91.3 

町村 112 10 5 97 

  100.0 8.9 4.5 86.6 

 

 
図 115．電力の環境配慮契約 裾切り方式評価項目（二酸化炭素排出係数（基礎排出係数）） 
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必須項目に設定している 加点項目に設定している 無回答
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③未利用エネルギー活用状況 

環境配慮契約に取り組んでいると回答した団体のうち、電力の環境配慮契約における裾切り方式の評

価項目（必須項目及び加点項目）に「未利用エネルギー活用状況」を設定していると回答した団体は、

全体の 45.6％であった。都道府県・政令市では 86.4％、区市では 51.1％、町村では 17.8％が未利用エ

ネルギー活用状況を評価項目に設定していると回答した。 

 

表 126．電力の環境配慮契約 裾切り方式評価項目（未利用エネルギー活用状況） 

（上段：回答件数（件）、下段：割合（％）） 

団体分類 
合
計 

必
須
項
目
に 

設
定
し
て
い
る 

加
点
項
目
に 

設
定
し
て
い
る 

無
回
答 

（
設
定
な
し
） 

全体 397 114 67 216 

  100.0 28.7 16.9 54.4 

都道府県・政令市 44 26 12 6 

  100.0 59.1 27.3 13.6 

区市 241 79 44 118 

  100.0 32.8 18.3 49.0 

町村 112 9 11 92 

  100.0 8.0 9.8 82.1 

 

 
図 116．電力の環境配慮契約 裾切り方式評価項目（未利用エネルギー活用状況） 
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0% 20% 40% 60% 80% 100%
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区市

町村

必須項目に設定している 加点項目に設定している 無回答
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④再生可能エネルギー導入状況 

環境配慮契約に取り組んでいると回答した団体のうち、電力の環境配慮契約における裾切り方式の評

価項目（必須項目及び加点項目）に「再生可能エネルギー導入状況」を設定していると回答した団体は、

全体の 49.3％であった。都道府県・政令市では 88.7％、区市では 55.6％、町村では 20.5％が再生可能

エネルギー導入状況を評価項目に設定していると回答した。 

 

表 127．電力の環境配慮契約 裾切り方式評価項目（再生可能エネルギー導入状況） 

（上段：回答件数（件）、下段：割合（％）） 

団体分類 
合
計 

必
須
項
目
に 

設
定
し
て
い
る 

加
点
項
目
に 

設
定
し
て
い
る 

無
回
答 

（
設
定
な
し
） 

全体 397 126 70 201 

  100.0 31.7 17.6 50.6 

都道府県・政令市 44 27 12 5 

  100.0 61.4 27.3 11.4 

区市 241 87 47 107 

  100.0 36.1 19.5 44.4 

町村 112 12 11 89 

  100.0 10.7 9.8 79.5 

 

 
図 117．電力の環境配慮契約 裾切り方式評価項目（再生可能エネルギー導入状況） 
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必須項目に設定している 加点項目に設定している 無回答
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⑤需要家への省エネ等情報提供の取組 

環境配慮契約に取り組んでいると回答した団体のうち、電力の環境配慮契約における裾切り方式の評

価項目（必須項目及び加点項目）に「需要家への省エネ等情報提供の取組」を設定していると回答した

団体は、全体の 36.8％であった。都道府県・政令市では 75.0％、区市では 39.4％、町村では 16.1％が

需要家への省エネ等情報提供の取組を評価項目に設定していると回答した。 

 

表 128．電力の環境配慮契約 裾切り方式評価項目（需要家への省エネ等情報提供の取組） 

（上段：回答件数（件）、下段：割合（％）） 

団体分類 
合
計 

必
須
項
目
に 

設
定
し
て
い
る 

加
点
項
目
に 

設
定
し
て
い
る 

無
回
答 

（
設
定
な
し
） 

全体 397 34 112 251 

  100.0 8.6 28.2 63.2 

都道府県・政令市 44 5 28 11 

  100.0 11.4 63.6 25.0 

区市 241 23 72 146 

  100.0 9.5 29.9 60.6 

町村 112 6 12 94 

  100.0 5.4 10.7 83.9 

 

 
図 118．電力の環境配慮契約 裾切り方式評価項目（需要家への省エネ等情報提供の取組） 
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必須項目に設定している 加点項目に設定している 無回答
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⑥環境・ＣＳＲ報告書の発行状況 

環境配慮契約に取り組んでいると回答した団体のうち、電力の環境配慮契約における裾切り方式の評

価項目（必須項目及び加点項目）に「環境・ＣＳＲ報告書の発行状況」を設定していると回答した団体

は、全体の 4.3％であった。都道府県・政令市では 9.0％、区市では 2.5％、町村では 6.3％が「環境・

ＣＳＲ報告書の発行状況」を評価項目に設定していると回答した。 

 

表 129．電力の環境配慮契約 裾切り方式評価項目（環境・ＣＳＲ報告書の発行状況） 

（上段：回答件数（件）、下段：割合（％）） 

団体分類 
合
計 

必
須
項
目
に 

設
定
し
て
い
る 

加
点
項
目
に 

設
定
し
て
い
る 

無
回
答 

（
設
定
な
し
） 

全体 397 3 14 380 

  100.0 0.8 3.5 95.7 

都道府県・政令市 44 2 2 40 

  100.0 4.5 4.5 90.9 

区市 241  6 235 

  100.0 - 2.5 97.5 

町村 112 1 6 105 

  100.0 0.9 5.4 93.8 

 

 

図 119．電力の環境配慮契約 裾切り方式評価項目（環境・ＣＳＲ報告書の発行状況） 
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⑦環境マネジメントシステムの導入状況 

環境配慮契約に取り組んでいると回答した団体のうち、電力の環境配慮契約における裾切り方式の評

価項目（必須項目及び加点項目）に「環境マネジメントシステムの導入状況」を設定していると回答し

た団体は、全体の 8.5％であった。都道府県・政令市では 22.7％、区市では 6.6％、町村では 7.2％が環

境マネジメントシステムの導入状況を評価項目に設定していると回答した。 

 

表 130．電力の環境配慮契約 裾切り方式評価項目（環境マネジメントシステムの導入状況） 

（上段：回答件数（件）、下段：割合（％）） 

団体分類 
合
計 

必
須
項
目
に 

設
定
し
て
い
る 

加
点
項
目
に 

設
定
し
て
い
る 

無
回
答 

（
設
定
な
し
） 

全体 397 14 20 363 

  100.0 3.5 5.0 91.4 

都道府県・政令市 44 6 4 34 

  100.0 13.6 9.1 77.3 

区市 241 3 13 225 

  100.0 1.2 5.4 93.4 

町村 112 5 3 104 

  100.0 4.5 2.7 92.9 

 

 
図 120．電力の環境配慮契約 裾切り方式評価項目（環境マネジメントシステムの導入状況） 
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３－４－３．高圧電力の電力契約における裾切り方式以外の環境配慮契約手法（問４－３） 

「３－４－１－１．環境配慮契約の取組状況（問４－１Ｂ）」において環境配慮契約に取り組んでい

る（「契約方針等に基づき組織的に取り組んでいる」、「契約方針等に基づくものではないが組織的に

取り組んでいる」又は「担当者の判断で取り組んでいる」）と回答した団体の 72.5％は、高圧電力の電

力契約における裾切り方式以外の環境配慮契約を実施していなかったが、裾切り方式以外の方式で実施

している団体では、主に「地元の地域新電力との随意契約」を採用していた。 

 

表 131．高圧電力の電力契約における裾切り方式以外の環境配慮契約手法 

（上段：回答件数（件）、下段：割合（％）） 

団体分類 
全
体 

総
合
評
価
落
札
方
式 

公
募
型
プ
ロ
ポ
ー
ザ
ル 

他
都
市
と
の
連
携
に 

よ
る
随
意
契
約 

地
元
の
地
域
新
電
力 

と
の
随
意
契
約 

そ
の
他 

裾
切
り
方
式
以
外
で 

実
施
し
て
い
な
い 

環境配慮契約に取り組んでいる 397 9 14 5 37 48 288 

と回答した団体数  2.3 3.5 1.3 9.3 12.1 72.5 

都道府県・政令市 44 2 2 1 4  35 

   4.5 4.5 2.3 9.1 - 79.5 

区市 241 5 9 1 22 37 169 

   2.1 3.7 0.4 9.1 15.4 70.1 

町村 112 2 3 3 11 11 84 

   1.8 2.7 2.7 9.8 9.8 75.0 

※問４－３は複数回答につき、割合は「回答数/調査対象団体数」を算出したものである。 

 

図 121．高圧電力の電力契約における裾切り方式以外の環境配慮契約手法 
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全体 都道府県・政令市 区市 町村
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３－４－４．総合評価落札方式の評価項目（問４－４） 

「３－４－３．高圧電力の電力契約における裾切り方式以外の環境配慮契約手法（問４－３）」にお

いて「総合評価落札方式」と回答した団体が、総合評価落札方式の評価項目に設定しているものは、主

に「小売電気事業者としての二酸化炭素排出係数」と「小売電気事業者の電源構成における再生可能エ

ネルギーの導入割合」であった。 

 

表 132．総合評価落札方式の評価項目 

（上段：回答件数（件）、下段：割合（％）） 

団体分類 
全
体 

小
売
電
気
事
業
者
と 

し
て
の
二
酸
化
炭
素 

排
出
係
数 

小
売
電
気
事
業
者
の 

再
エ
ネ
導
入
割
合 

個
別
契
約
で
供
給 

さ
れ
る
電
力
の 

二
酸
化
炭
素
排
出
係
数 

個
別
契
約
で
供
給 

さ
れ
る
電
力
の 

再
エ
ネ
の
割
合 

個
別
契
約
で
供
給 

さ
れ
る
電
力
の 

再
エ
ネ
の
種
類 

個
別
契
約
で
供
給 

さ
れ
る
電
力
の 

再
エ
ネ
の
発
電
地
域 

そ
の
他 

契約手法は総合評価落札 9 9 8   1 1 2 

方式と回答した団体数  100.0 88.9 - - 11.1 11.1 22.2 

都道府県・政令市 2 2 2   1 1  

   100.0 100.0 - - 50.0 50.0 - 

区市 5 5 4      

   100.0 80.0 - - - - - 

町村 2 2 2     2 

   100.0 100.0 - - - - 100.0 

※問４－４は複数回答につき、割合は「回答数/調査対象団体数」を算出したものである。 

 

図 122．総合評価落札方式の評価項目 
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３－４－５．環境配慮契約に際して参考にしているもの（問４－５） 

「３－４－１－１．環境配慮契約の取組状況（問４－１Ｂ）」において環境配慮契約に取り組んでい

る（「契約方針等に基づき組織的に取り組んでいる」、「契約方針等に基づくものではないが組織的に

取り組んでいる」又は「担当者の判断で取り組んでいる」）と回答した団体が環境配慮契約に際して参

考にしているものは、主に「国の基本方針及びその解説資料」と「地方公共団体のための環境配慮契約

導入マニュアル」、「他の自治体による取組」であった。都道府県・政令市では 90.2％が「国の基本方

針」を、52.9％が「地方公共団体のための環境配慮契約導入マニュアル」を参考にしていた。 

 

表 133．環境配慮契約に際して参考にしているもの 

（上段：回答件数（件）、下段：割合（％）） 

団体分類 
全
体 

国
の
基
本
方
針
及
び 

そ
の
解
説
資
料 

地
方
公
共
団
体
の
た
め

の
環
境
配
慮
契
約
導
入

マ
ニ
ュ
ア
ル 

環
境
配
慮
契
約
法
取
組

事
例
デ
ー
タ
ベ
ー
ス 

他
の
自
治
体
に
よ
る 

取
組 

独
自
に
作
成
し
た 

デ
ー
タ
ベ
ー
ス 

地
方
公
共
団
体
の
た
め

の
取
組
事
例
集 

そ
の
他 

無
回
答 

環境配慮契約に取り組んでいる 623 323 133 50 127 8 39 45 176 

と回答した団体数  51.8 21.3 8.0 20.4 1.3 6.3 7.2 28.3 

都道府県・政令市 51 46 27 17 8 1 2 5 4 

   90.2 52.9 33.3 15.7 2.0 3.9 9.8 7.8 

区市 362 202 79 22 87 5 24 28 78 

   55.8 21.8 6.1 24.0 1.4 6.6 7.7 21.5 

町村 210 75 27 11 32 2 13 12 94 

   35.7 12.9 5.2 15.2 1.0 6.2 5.7 44.8 

※問４－５は複数回答につき、割合は「回答数/調査対象団体数」を算出したものである。 

 

図 123．環境配慮契約に際して参考にしているもの  
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無回答

全体 都道府県・政令市 区市 町村
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３－５．環境配慮契約（電力）に関する特別設問（問４－８） 

 環境配慮契約の実施に関わらず、本庁舎、支所、教育施設、公共施設（公民館・交流センター）、上

下水施設（ポンプ場含む）、清掃工場、医療施設、街灯・公園設備（駐車場も含む）、その他施設の電

力供給に係る令和４年度以降の入札・契約を対象に、電力契約の状況を質問した。 

 契約のあった全ての施設において、全体で「随意契約のため、入札等の予定はない」との回答の割合

が高く、入札不調のため随意契約や最終保証供給に切り替えたとの回答は全体の 5％未満であった。団

体分類別では都道府県・政令市は「最初の入札にて落札」との回答の割合が高い傾向があった。 

 

３－５－１．電力契約状況（高圧） 

①電力契約状況（高圧） 本庁舎 

表 134．電力契約状況（高圧） 本庁舎 

（上段：回答件数（件）、下段：割合（％）） 

団体分類 
全
体 

最
初
の
入
札
で 

落
札 

再
入
札
後
、
落
札 

入
札
不
調
の
た
め 

随
意
契
約
に 

切
り
替
え 

入
札
不
調
の
た
め 

最
終
保
障
供
給
に 

切
り
替
え 

令
和
４
年
度
入
札
は

こ
れ
か
ら
実
施 

随
意
契
約
の
た
め 

入
札
等
の
予
定
は 

な
い 

該
当
す
る
契
約
は 

な
い 

そ
の
他 

無
回
答 

調査対象団体数 1703 176 11 68 72 25 746 227 166 231 

   10.3 0.6 4.0 4.2 1.5 43.8 13.3 9.7 13.6 

都道府県・政令市 67 21 2 6 8 7 6 8 9 4 

   31.3 3.0 9.0 11.9 10.4 9.0 11.9 13.4 6.0 

区市 780 96 8 50 46 11 326 63 109 85 

   12.3 1.0 6.4 5.9 1.4 41.8 8.1 14.0 10.9 

町村 856 59 1 12 18 7 414 156 48 142 

   6.9 0.1 1.4 2.1 0.8 48.4 18.2 5.6 16.6 

※問４－８は複数回答につき、割合は「回答数/調査対象団体数」を算出したものである。 

 

図 124．電力契約状況（高圧） 本庁舎  
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最初の入札にて落札

再入札後、落札

入札不調のため随意契約に切り替え

入札不調のため最終保障供給に切り替え

今年度の入札はこれから実施

随意契約のため、入札等の予定はない

該当する契約がない

その他

無回答

全体 都道府県・政令市 区市 町村
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②電力契約状況（高圧） 支所 

表 135．電力契約状況（高圧） 支所 

（上段：回答件数（件）、下段：割合（％）） 

団体分類 
全
体 

最
初
の
入
札
で 

落
札 

再
入
札
後
、
落
札 

入
札
不
調
の
た
め 

随
意
契
約
に 

切
り
替
え 

入
札
不
調
の
た
め 

最
終
保
障
供
給
に 

切
り
替
え 

令
和
４
年
度
入
札
は

こ
れ
か
ら
実
施 

随
意
契
約
の
た
め 

入
札
等
の
予
定
は 

な
い 

該
当
す
る
契
約
は 

な
い 

そ
の
他 

無
回
答 

調査対象団体数 1703 117 9 48 66 22 543 376 145 425 

   6.9 0.5 2.8 3.9 1.3 31.9 22.1 8.5 25.0 

都道府県・政令市 67 15 4 6 15 10 10 7 14 9 

   22.4 6.0 9.0 22.4 14.9 14.9 10.4 20.9 13.4 

区市 780 70 4 37 41 11 265 127 94 155 

   9.0 0.5 4.7 5.3 1.4 34.0 16.3 12.1 19.9 

町村 856 32 1 5 10 1 268 242 37 261 

   3.7 0.1 0.6 1.2 0.1 31.3 28.3 4.3 30.5 

※問４－８は複数回答につき、割合は「回答数/調査対象団体数」を算出したものである。 

 

図 125．電力契約状況（高圧） 支所  
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最初の入札にて落札

再入札後、落札

入札不調のため随意契約に切り替え

入札不調のため最終保障供給に切り替え

今年度の入札はこれから実施

随意契約のため、入札等の予定はない

該当する契約がない

その他

無回答

全体 都道府県・政令市 区市 町村
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③電力契約状況（高圧） 教育施設 

表 136．電力契約状況（高圧） 教育施設 

（上段：回答件数（件）、下段：割合（％）） 

団体分類 
全
体 

最
初
の
入
札
で 

落
札 

再
入
札
後
、
落
札 

入
札
不
調
の
た
め 

随
意
契
約
に 

切
り
替
え 

入
札
不
調
の
た
め 

最
終
保
障
供
給
に 

切
り
替
え 

令
和
４
年
度
入
札
は

こ
れ
か
ら
実
施 

随
意
契
約
の
た
め 

入
札
等
の
予
定
は 

な
い 

該
当
す
る
契
約
は 

な
い 

そ
の
他 

無
回
答 

調査対象団体数 1703 176 14 78 82 28 719 233 163 271 

   10.3 0.8 4.6 4.8 1.6 42.2 13.7 9.6 15.9 

都道府県・政令市 67 14 4 10 10 11 9 6 15 13 

   20.9 6.0 14.9 14.9 16.4 13.4 9.0 22.4 19.4 

区市 780 102 9 56 54 11 312 72 100 96 

   13.1 1.2 7.2 6.9 1.4 40.0 9.2 12.8 12.3 

町村 856 60 1 12 18 6 398 155 48 162 

   7.0 0.1 1.4 2.1 0.7 46.5 18.1 5.6 18.9 

※問４－８は複数回答につき、割合は「回答数/調査対象団体数」を算出したものである。 

 

図 126．電力契約状況（高圧） 教育施設  
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最初の入札にて落札

再入札後、落札

入札不調のため随意契約に切り替え

入札不調のため最終保障供給に切り替え

今年度の入札はこれから実施

随意契約のため、入札等の予定はない

該当する契約がない

その他

無回答

全体 都道府県・政令市 区市 町村
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④電力契約状況（高圧） 公共施設（公民館・交流センター） 

表 137．電力契約状況（高圧） 公共施設（公民館・交流センター） 

（上段：回答件数（件）、下段：割合（％）） 

団体分類 
全
体 

最
初
の
入
札
で 

落
札 

再
入
札
後
、
落
札 

入
札
不
調
の
た
め 

随
意
契
約
に 

切
り
替
え 

入
札
不
調
の
た
め 

最
終
保
障
供
給
に 

切
り
替
え 

令
和
４
年
度
入
札
は

こ
れ
か
ら
実
施 

随
意
契
約
の
た
め 

入
札
等
の
予
定
は 

な
い 

該
当
す
る
契
約
は 

な
い 

そ
の
他 

無
回
答 

調査対象団体数 1703 156 9 61 67 26 697 281 172 287 

   9.2 0.5 3.6 3.9 1.5 40.9 16.5 10.1 16.9 

都道府県・政令市 67 11 1 6 6 7 11 11 14 16 

   16.4 1.5 9.0 9.0 10.4 16.4 16.4 20.9 23.9 

区市 780 87 7 46 44 13 300 96 113 105 

   11.2 0.9 5.9 5.6 1.7 38.5 12.3 14.5 13.5 

町村 856 58 1 9 17 6 386 174 45 166 

   6.8 0.1 1.1 2.0 0.7 45.1 20.3 5.3 19.4 

※問４－８は複数回答につき、割合は「回答数/調査対象団体数」を算出したものである。 

 

図 127．電力契約状況（高圧） 公共施設（公民館・交流センター）  
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再入札後、落札

入札不調のため随意契約に切り替え

入札不調のため最終保障供給に切り替え

今年度の入札はこれから実施

随意契約のため、入札等の予定はない

該当する契約がない

その他

無回答

全体 都道府県・政令市 区市 町村
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⑤電力契約状況（高圧） 上下水施設（ポンプ場含む） 

表 138．電力契約状況（高圧） 上下水施設（ポンプ場含む） 

（上段：回答件数（件）、下段：割合（％）） 

団体分類 
全
体 

最
初
の
入
札
で 

落
札 

再
入
札
後
、
落
札 

入
札
不
調
の
た
め 

随
意
契
約
に 

切
り
替
え 

入
札
不
調
の
た
め 

最
終
保
障
供
給
に 

切
り
替
え 

令
和
４
年
度
入
札
は

こ
れ
か
ら
実
施 

随
意
契
約
の
た
め 

入
札
等
の
予
定
は 

な
い 

該
当
す
る
契
約
は 

な
い 

そ
の
他 

無
回
答 

調査対象団体数 1703 115 7 36 58 20 724 294 161 342 

   6.8 0.4 2.1 3.4 1.2 42.5 17.3 9.5 20.1 

都道府県・政令市 67 11 1 6 12 8 10 9 14 14 

   16.4 1.5 9.0 17.9 11.9 14.9 13.4 20.9 20.9 

区市 780 60 6 25 35 8 345 99 102 135 

   7.7 0.8 3.2 4.5 1.0 44.2 12.7 13.1 17.3 

町村 856 44  5 11 4 369 186 45 193 

   5.1 - 0.6 1.3 0.5 43.1 21.7 5.3 22.5 

※問４－８は複数回答につき、割合は「回答数/調査対象団体数」を算出したものである。 

 

図 128．電力契約状況（高圧） 上下水施設（ポンプ場含む）  
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再入札後、落札

入札不調のため随意契約に切り替え

入札不調のため最終保障供給に切り替え

今年度の入札はこれから実施

随意契約のため、入札等の予定はない

該当する契約がない

その他

無回答

全体 都道府県・政令市 区市 町村
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⑥電力契約状況（高圧） 清掃工場 

表 139．電力契約状況（高圧） 清掃工場 

（上段：回答件数（件）、下段：割合（％）） 

団体分類 
全
体 

最
初
の
入
札
で 

落
札 

再
入
札
後
、
落
札 

入
札
不
調
の
た
め 

随
意
契
約
に 

切
り
替
え 

入
札
不
調
の
た
め 

最
終
保
障
供
給
に 

切
り
替
え 

令
和
４
年
度
入
札
は

こ
れ
か
ら
実
施 

随
意
契
約
の
た
め 

入
札
等
の
予
定
は 

な
い 

該
当
す
る
契
約
は 

な
い 

そ
の
他 

無
回
答 

調査対象団体数 1703 68 6 26 31 13 449 492 125 515 

   4.0 0.4 1.5 1.8 0.8 26.4 28.9 7.3 30.2 

都道府県・政令市 67 6 1 3 4 2 4 16 12 24 

   9.0 1.5 4.5 6.0 3.0 6.0 23.9 17.9 35.8 

区市 780 44 4 20 24 8 233 184 79 200 

   5.6 0.5 2.6 3.1 1.0 29.9 23.6 10.1 25.6 

町村 856 18 1 3 3 3 212 292 34 291 

   2.1 0.1 0.4 0.4 0.4 24.8 34.1 4.0 34.0 

※問４－８は複数回答につき、割合は「回答数/調査対象団体数」を算出したものである。 

 

図 129．電力契約状況（高圧） 清掃工場  
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最初の入札にて落札

再入札後、落札

入札不調のため随意契約に切り替え

入札不調のため最終保障供給に切り替え

今年度の入札はこれから実施

随意契約のため、入札等の予定はない

該当する契約がない

その他

無回答

全体 都道府県・政令市 区市 町村
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⑦電力契約状況（高圧） 医療施設 

表 140．電力契約状況（高圧） 医療施設 

（上段：回答件数（件）、下段：割合（％）） 

団体分類 
全
体 

最
初
の
入
札
で 

落
札 

再
入
札
後
、
落
札 

入
札
不
調
の
た
め 

随
意
契
約
に 

切
り
替
え 

入
札
不
調
の
た
め 

最
終
保
障
供
給
に 

切
り
替
え 

令
和
４
年
度
入
札
は

こ
れ
か
ら
実
施 

随
意
契
約
の
た
め 

入
札
等
の
予
定
は 

な
い 

該
当
す
る
契
約
は 

な
い 

そ
の
他 

無
回
答 

調査対象団体数 1703 64 3 17 26 12 470 490 121 514 

   3.8 0.2 1.0 1.5 0.7 27.6 28.8 7.1 30.2 

都道府県・政令市 67 7 1 2 5 4 6 13 12 20 

   10.4 1.5 3.0 7.5 6.0 9.0 19.4 17.9 29.9 

区市 780 39 2 13 18 5 222 207 74 210 

   5.0 0.3 1.7 2.3 0.6 28.5 26.5 9.5 26.9 

町村 856 18  2 3 3 242 270 35 284 

   2.1 - 0.2 0.4 0.4 28.3 31.5 4.1 33.2 

※問４－８は複数回答につき、割合は「回答数/調査対象団体数」を算出したものである。 

 

図 130．電力契約状況（高圧） 医療施設  
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再入札後、落札

入札不調のため随意契約に切り替え

入札不調のため最終保障供給に切り替え

今年度の入札はこれから実施

随意契約のため、入札等の予定はない

該当する契約がない

その他

無回答

全体 都道府県・政令市 区市 町村
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３－５－２．電力契約状況（低圧） 

①電力契約状況（低圧） 本庁舎 

表 141．電力契約状況（低圧） 本庁舎 

（上段：回答件数（件）、下段：割合（％）） 

団体分類 
全
体 

最
初
の
入
札
で 

落
札 

再
入
札
後
、
落
札 

入
札
不
調
の
た
め 

随
意
契
約
に 

切
り
替
え 

入
札
不
調
の
た
め 

最
終
保
障
供
給
に 

切
り
替
え 

令
和
４
年
度
入
札
は

こ
れ
か
ら
実
施 

随
意
契
約
の
た
め 

入
札
等
の
予
定
は 

な
い 

該
当
す
る
契
約
は 

な
い 

そ
の
他 

無
回
答 

調査対象団体数 1703 51 1 10 5 4 623 529 107 377 

   3.0 0.1 0.6 0.3 0.2 36.6 31.1 6.3 22.1 

都道府県・政令市 67 2  1  1 4 34 9 16 

   3.0 - 1.5 - 1.5 6.0 50.7 13.4 23.9 

区市 780 21 1 5 4 1 283 243 66 159 

   2.7 0.1 0.6 0.5 0.1 36.3 31.2 8.5 20.4 

町村 856 28  4 1 2 336 252 32 202 

   3.3 - 0.5 0.1 0.2 39.3 29.4 3.7 23.6 

※問４－８は複数回答につき、割合は「回答数/調査対象団体数」を算出したものである。 

 

図 131．電力契約状況（低圧） 本庁舎  
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再入札後、落札

入札不調のため随意契約に切り替え

入札不調のため最終保障供給に切り替え

今年度の入札はこれから実施

随意契約のため、入札等の予定はない

該当する契約がない

その他

無回答

全体 都道府県・政令市 区市 町村
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②電力契約状況（低圧） 支所 

表 142．電力契約状況（低圧） 支所 

（上段：回答件数（件）、下段：割合（％）） 

団体分類 
全
体 

最
初
の
入
札
で 

落
札 

再
入
札
後
、
落
札 

入
札
不
調
の
た
め 

随
意
契
約
に 

切
り
替
え 

入
札
不
調
の
た
め 

最
終
保
障
供
給
に 

切
り
替
え 

令
和
４
年
度
入
札
は

こ
れ
か
ら
実
施 

随
意
契
約
の
た
め 

入
札
等
の
予
定
は 

な
い 

該
当
す
る
契
約
は 

な
い 

そ
の
他 

無
回
答 

調査対象団体数 1703 45 2 9 7 10 562 489 115 473 

   2.6 0.1 0.5 0.4 0.6 33.0 28.7 6.8 27.8 

都道府県・政令市 67 4  1 2 3 10 20 13 17 

   6.0 - 1.5 3.0 4.5 14.9 29.9 19.4 25.4 

区市 780 22 2 6 4 4 283 205 69 190 

   2.8 0.3 0.8 0.5 0.5 36.3 26.3 8.8 24.4 

町村 856 19  2 1 3 269 264 33 266 

   2.2 - 0.2 0.1 0.4 31.4 30.8 3.9 31.1 

※問４－８は複数回答につき、割合は「回答数/調査対象団体数」を算出したものである。 

 

図 132．電力契約状況（低圧） 支所  
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最初の入札にて落札

再入札後、落札

入札不調のため随意契約に切り替え

入札不調のため最終保障供給に切り替え

今年度の入札はこれから実施

随意契約のため、入札等の予定はない

該当する契約がない

その他

無回答

全体 都道府県・政令市 区市 町村
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③電力契約状況（低圧） 教育施設 

表 143．電力契約状況（低圧） 教育施設 

（上段：回答件数（件）、下段：割合（％）） 

団体分類 
全
体 

最
初
の
入
札
で 

落
札 

再
入
札
後
、
落
札 

入
札
不
調
の
た
め 

随
意
契
約
に 

切
り
替
え 

入
札
不
調
の
た
め 

最
終
保
障
供
給
に 

切
り
替
え 

令
和
４
年
度
入
札
は

こ
れ
か
ら
実
施 

随
意
契
約
の
た
め 

入
札
等
の
予
定
は 

な
い 

該
当
す
る
契
約
は 

な
い 

そ
の
他 

無
回
答 

調査対象団体数 1703 63 1 15 8 7 728 392 126 374 

   3.7 0.1 0.9 0.5 0.4 42.7 23.0 7.4 22.0 

都道府県・政令市 67 3  2 2 2 13 14 16 18 

   4.5 - 3.0 3.0 3.0 19.4 20.9 23.9 26.9 

区市 780 31 1 8 4 2 346 167 74 154 

   4.0 0.1 1.0 0.5 0.3 44.4 21.4 9.5 19.7 

町村 856 29  5 2 3 369 211 36 202 

   3.4 - 0.6 0.2 0.4 43.1 24.6 4.2 23.6 

※問４－８は複数回答につき、割合は「回答数/調査対象団体数」を算出したものである。 

 

図 133．電力契約状況（低圧） 教育施設  
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再入札後、落札

入札不調のため随意契約に切り替え

入札不調のため最終保障供給に切り替え

今年度の入札はこれから実施

随意契約のため、入札等の予定はない

該当する契約がない

その他

無回答

全体 都道府県・政令市 区市 町村
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④電力契約状況（低圧） 公共施設（公民館・交流センター） 

表 144．電力契約状況（低圧） 公共施設（公民館・交流センター） 

（上段：回答件数（件）、下段：割合（％）） 

団体分類 
全
体 

最
初
の
入
札
で 

落
札 

再
入
札
後
、
落
札 

入
札
不
調
の
た
め 

随
意
契
約
に 

切
り
替
え 

入
札
不
調
の
た
め 

最
終
保
障
供
給
に 

切
り
替
え 

令
和
４
年
度
入
札
は

こ
れ
か
ら
実
施 

随
意
契
約
の
た
め 

入
札
等
の
予
定
は 

な
い 

該
当
す
る
契
約
は 

な
い 

そ
の
他 

無
回
答 

調査対象団体数 1703 67 2 14 4 6 756 369 144 358 

   3.9 0.1 0.8 0.2 0.4 44.4 21.7 8.5 21.0 

都道府県・政令市 67 1  2 1 1 14 16 13 21 

   1.5 - 3.0 1.5 1.5 20.9 23.9 19.4 31.3 

区市 780 35 2 7 3 2 368 145 91 140 

   4.5 0.3 0.9 0.4 0.3 47.2 18.6 11.7 17.9 

町村 856 31  5  3 374 208 40 197 

   3.6 - 0.6 - 0.4 43.7 24.3 4.7 23.0 

※問４－８は複数回答につき、割合は「回答数/調査対象団体数」を算出したものである。 

 

図 134．電力契約状況（低圧） 公共施設（公民館・交流センター）  
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再入札後、落札

入札不調のため随意契約に切り替え

入札不調のため最終保障供給に切り替え

今年度の入札はこれから実施

随意契約のため、入札等の予定はない

該当する契約がない

その他

無回答

全体 都道府県・政令市 区市 町村
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⑤電力契約状況（低圧） 上下水施設（ポンプ場含む） 

表 145．電力契約状況（低圧） 上下水施設（ポンプ場含む） 

（上段：回答件数（件）、下段：割合（％）） 

団体分類 
全
体 

最
初
の
入
札
で 

落
札 

再
入
札
後
、
落
札 

入
札
不
調
の
た
め 

随
意
契
約
に 

切
り
替
え 

入
札
不
調
の
た
め 

最
終
保
障
供
給
に 

切
り
替
え 

令
和
４
年
度
入
札
は

こ
れ
か
ら
実
施 

随
意
契
約
の
た
め 

入
札
等
の
予
定
は 

な
い 

該
当
す
る
契
約
は 

な
い 

そ
の
他 

無
回
答 

調査対象団体数 1703 47 2 13 7 6 727 389 132 392 

   2.8 0.1 0.8 0.4 0.4 42.7 22.8 7.8 23.0 

都道府県・政令市 67 3  1 1 2 14 15 15 18 

   4.5 - 1.5 1.5 3.0 20.9 22.4 22.4 26.9 

区市 780 21 2 8 3 1 349 159 77 169 

   2.7 0.3 1.0 0.4 0.1 44.7 20.4 9.9 21.7 

町村 856 23  4 3 3 364 215 40 205 

   2.7 - 0.5 0.4 0.4 42.5 25.1 4.7 23.9 

※問４－８は複数回答につき、割合は「回答数/調査対象団体数」を算出したものである。 

 

図 135．電力契約状況（低圧） 上下水施設（ポンプ場含む）  
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最初の入札にて落札

再入札後、落札

入札不調のため随意契約に切り替え

入札不調のため最終保障供給に切り替え

今年度の入札はこれから実施

随意契約のため、入札等の予定はない

該当する契約がない

その他

無回答

全体 都道府県・政令市 区市 町村
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⑥電力契約状況（低圧） 街灯・公園設備（駐車場も含む） 

表 146．電力契約状況（低圧） 街灯・公園設備（駐車場も含む） 

（上段：回答件数（件）、下段：割合（％）） 

団体分類 
全
体 

最
初
の
入
札
で 

落
札 

再
入
札
後
、
落
札 

入
札
不
調
の
た
め 

随
意
契
約
に 

切
り
替
え 

入
札
不
調
の
た
め 

最
終
保
障
供
給
に 

切
り
替
え 

令
和
４
年
度
入
札
は

こ
れ
か
ら
実
施 

随
意
契
約
の
た
め 

入
札
等
の
予
定
は 

な
い 

該
当
す
る
契
約
は 

な
い 

そ
の
他 

無
回
答 

調査対象団体数 1703 48 1 10 4 8 796 330 137 386 

   2.8 0.1 0.6 0.2 0.5 46.7 19.4 8.0 22.7 

都道府県・政令市 67 2  2 1 1 16 14 16 19 

   3.0 - 3.0 1.5 1.5 23.9 20.9 23.9 28.4 

区市 780 24 1 5 3 4 388 130 76 160 

   3.1 0.1 0.6 0.4 0.5 49.7 16.7 9.7 20.5 

町村 856 22  3  3 392 186 45 207 

   2.6 - 0.4 - 0.4 45.8 21.7 5.3 24.2 

※問４－８は複数回答につき、割合は「回答数/調査対象団体数」を算出したものである。 

 

 

図 136．電力契約状況（低圧） 街灯・公園設備（駐車場も含む） 
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今年度の入札はこれから実施

随意契約のため、入札等の予定はない

該当する契約がない

その他

無回答

全体 都道府県・政令市 区市 町村


